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平成20年６月25日（水曜日）

午前10時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第２号 使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例

○議案第３号 宮崎県立病院事業の設置等に関

する条例の一部を改正する条例

○議案第６号 宮崎県小児科専門医師研修資金

貸与条例

○請願第５号 後期高齢者医療制度の充実を求

める請願

○報告事項

・県が出資している法人の経営状況について

財団法人宮崎県看護学術振興財団（別紙７）

財団法人宮崎県腎臓バンク（別紙８）

・平成19年度宮崎県繰越明許費繰越計算書（別

紙18）

○福祉保健行政の推進並びに県立病院事業に関

する調査

○その他報告事項

・延岡病院支援キャンペーンについて

・真空採血管ホルダーの再使用の中止について

・指定管理者制度第二期指定について

・長寿医療制度（後期高齢者医療制度）を巡る

現状について

・「宮崎県高齢者保健福祉計画」の策定について

・「宮崎県障がい者工賃倍増５か年計画」につい

て

出席委員（９人）

委 員 長 権 藤 梅 義

副 委 員 長 山 下 博 三

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 横 田 照 夫

委 員 髙 橋 透

委 員 西 村 賢

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

病院局

病 院 局 長 甲 斐 景早文

病 院 局 次 長 梅 原 誠 史兼 経 営 管 理 課 長

県 立 宮 崎 病 院 長 豊 田 清 一

県 立 日 南 病 院 長 長 田 幸 夫

県 立 延 岡 病 院 長 楠 元 志都生

県立富養園長代理 小 川 泰 洋

福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 宮 本 尊

福 祉 保 健 部 次 長 野 田 俊 雄（ 福 祉 担 当 ）

福 祉 保 健 部 次 長 宮 脇 和 寛（保健・医療担当）

こ ど も 政 策 局 長 山 田 敏 代

部参事兼福祉保健課長 畝 原 光 男

医 療 薬 務 課 長 高 屋 道 博

薬 務 対 策 監 串 間 奉 文

国 保 ・ 援 護 課 長 江 口 勝一郎

長 寿 介 護 課 長 大 重 裕 美

障 害 福 祉 課 長 村 岡 精 二

障害福祉課部副参事 杉 本 隆 史

衛 生 管 理 課 長 川 畑 芳 廣

健 康 増 進 課 長 相 馬 宏 敏

健康増進課部副参事 古 家 隆



- 2 -

こ ど も 政 策 課 長 佐 藤 健 司

こ ど も 家 庭 課 長 舟 田 美揮子

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 壱 岐 哲 也

総 務 課 主 任 主 事 児 玉 直 樹

○権藤委員長 ただいまから厚生常任委員会を

開会いたします。

まず、本日の委員会の日程でありますが、お

手元に配付いたしました日程案のとおりでよろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○権藤委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時１分休憩

午前10時２分再開

○権藤委員長 委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案、報告事項等

の説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明がすべて

終了した後にお願いをいたします。

○甲斐病院局長 それでは、当委員会に御審議

をお願いいたしております議案につきまして、

その概要を御説明申し上げます。

お手元の冊子、平成20年６月定例県議会提出

議案をごらんいただきたいと思います。表紙を

めくっていただきますと、目次にあります病院

局関係の議案は、議案第３号「宮崎県立病院事

業の設置等に関する条例の一部を改正する条

例」、15ページをお開きいただきたいと存じます。

これは今回、「老人保健法」が「高齢者の医療の

確保に関する法律」に改正されたことなどによ

りまして、規定の改正をお願いするものでござ

います。

議案の概要の説明は以上でございます。

次に、延岡病院支援キャンペーンと真空採血

管ホルダーの再使用の中止につきまして、報告

を予定いたしております。詳細につきましては、

後ほど梅原次長に説明いたさせますので、よろ

しくお願い申し上げたいと存じます。

なお、このホルダーの件でございますけれど

も、御報告を報道させていただきました。今回、

患者の皆様やその御家族の皆様に御心配をおか

けしましたことを、この場をおかりしておわび

を申し上げさせていただきたいと存じます。今

後は、こうしたことが起こらないように、コン

プライアンス意識及び医療安全管理意識の徹底

を図ってまいりたいと考えております。

以上でございます。よろしくお願いいたしま

す。

○梅原病院局次長 それでは、資料かわりまし

て、お手元の厚生常任委員会資料１ページをご

らんください。議案第３号関係、「宮崎県立病院

事業の設置等に関する条例の一部を改正する条

例」についてでございます。

まず、１の改正の理由でありますが、老人保

健法の改正法施行に伴い、法律の名称が「高齢

者の医療の確保に関する法律」に改められたこ

と等によりまして、これを引用しております「宮

崎県立病院事業の設置等に関する条例」の改正

を行うものでございます。

次に、２の改正の概要でございます。本県の

県立病院設置等に関する条例に引用しておりま

す法律名を、「老人保健法」から「高齢者の医療

の確保に関する法律」に改めますとともに、下

の表にありますような文言の整理を行うもので

ございます。その内容でございますが、旧の欄
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にありますように、①の健康保険法の「療養費

用算定方法」及び②の「老人保健法の医療費用

算定基準」の２つを、左側の新の欄にあります

「診療報酬算定方法」という文言に統合いたし

ます。また同じく、①健康保険法の「食事療養

費用算定基準」と②の老人保健法の「老人食事

療養費用算定基準」を、新の欄にあります「食

事療養費用算定基準」という文言に統合する予

定にいたしております。

３の施行期日につきましては、公布の日を予

定しております。

なお、この新旧対照表につきましては、以下

２ページ、３ページに添付しておりますので、

後ほど御参照いただきたいと存じます。

以上が条例関係の御説明でございます。

次に、４ページをごらんください。延岡病院

の支援キャンペーンについての御報告でござい

ます。

１の背景にありますように、県北地域の医療

体制確保のため、県民の皆様に対しまして、軽

症の場合の受診の自粛を呼びかけるキャンペー

ンを実施いたしましたので、その状況について

御報告をいたします。

１の背景の表、「延岡病院の休日及び時間外患

者数の推移」をごらんいただきたいと思います

が、患者数の総数では、平成10年度の5,201人が、

平成19年度には9,237人と約２倍にふえておりま

す。このうち入院の必要がなかった外来の患者

が、平成19年度には6,521人で全体の７割を占め

ております。また、来院方法別に見ますと、救

急車以外の方法で来院された患者が、平成19年

度には7,085人となっております。このように軽

症の患者が休日や夜間に受診されるケースが急

増いたしますと、重症で一刻を争う患者への対

応が厳しくなるばかりか、医師確保における大

きな障害となりまして、県北地域の医療体制の

確保が懸念される状況となるところでございま

す。

このため、２の取り組み内容に記載をいたし

ておりますが、延岡市を初め地元自治体、医師

会、さらには地元選出の県議会議員の皆様方の

御理解、御協力をいただきまして、延岡病院の

支援キャンペーンを実施したところでございま

す。おかげをもちましてこれまで、県北地域の

すべての市町村で、市町村の広報やチラシによ

る啓発に取り組んでいただいております。

その結果、３のキャンペーンの成果に掲載し

ておりますように、平成20年５月の状況を前年

同月と比較をいたしますと、救急患者の総数

で264人、27.5％の減、外来で234人、36.1％の

減となっておりまして、キャンペーンの成果が

上がっているものと考えております。

今後とも、限られた医療資源を生かして県民

に良質な医療を効率的に提供するため、県立病

院の役割を県民の皆様に御理解をいただきまし

て、適切な受診をしていただくことが大変重要

であると考えておりますので、各地域の医療の

実態にも十分配慮しながら、地域医療の確保に

努めてまいりたいと考えております。

次に、５ページをごらんください。真空採血

管ホルダーの再使用の中止についてでございま

す。

１の概要にありますように、県立延岡病院、

日南病院、富養園におきまして、平成17年１月

４日の厚生労働省通知により、使い捨てで使用

することとなりました真空採血管ホルダーを再

使用していた事実が判明いたしましたので、６

月17日をもって再使用を中止したところでござ

います。

資料の６ページをごらんください。ここに真
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空採血管ホルダーの写真を掲載いたしておりま

す。これは血液検査の際に用いる採血器具の一

部で、採血針を支える部分がホルダーでござい

ます。真ん中の円で囲っている部品でございま

す。実際に検査を行う場合には、写真の左端に

あります採血針と、右側にあります真空採血管

を採血ホルダーに装着をいたしまして、右側に

あります装着後の形で患者から採血をいたしま

す。この採血針は患者１人ごとに交換をしてお

りまして、採血ホルダーも消毒して使用してお

りましたので、感染の可能性は極めて低く、国

内外ともに感染症の発生に関して報告された事

例はございません。

資料の５ページにお戻りください。２の対象

受診者数でございますが、使い捨てで使用する

こととなりました平成17年１月から本年の５月

まで、３病院では最大で約21万人に使用したも

のと推計いたしております。

次に、３の相談窓口の設置でございますが、

現在、各病院に相談窓口を設置いたしまして、

受診者の不安の解消や相談等に対応することと

しております。

今後は、４の再発防止策にも記載しておりま

すとおり、職員のコンプライアンス意識の徹底、

医療安全管理の取り組みを強化いたしますとと

もに、医療安全に関する情報収集や周知徹底を

図りまして、さらに今後とも各病院において定

期的に自主点検を行うなどして、再発の防止に

努めてまいりたいと考えております。

説明は以上でございます。よろしくお願いい

たします。

○権藤委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。委員の皆様の質疑がありましたらお出しい

ただきたいと思います。

○髙橋委員 報告事項の延岡病院支援キャンペ

ーンについてですが、取り組みのおかげで成果

を出していらっしゃいます。宮崎病院は調べて

いないのでわからないんですけど、日南病院は、

救急で行った人で翌日来ても大丈夫だったとい

う人が７割前後だと記憶しています。19年度の

時間外患者数の推移で、宮崎病院、日南病院で

どのくらいの割合であるというのはわかりませ

んか。

○豊田宮崎病院長 宮崎病院について、19年度

の救急外来の数を申し上げます。延岡病院の資

料と対比して見ていただければと思いますが、19

年度は総数が6,165名でございます。その中で入

院が2,628名、42.6％でございます。それから入

院しなくて外来で帰られた方が3,537名、57.4％

でございます。その中で救急車でおいでになっ

た方が2,088名、その他、いわゆる歩いてとか、

御自分の車で来られた方が4,077名でございま

す。その中で、軽症、中症、重症、死亡に分け

ますと、軽症の方が56.7％となっております。

これを見ますと、その他のところが延岡病院

と3,000人ぐらいの差が出ております。以上でご

ざいます。

○長田日南病院長 日南はここ２～３年、5,000

人前後の救急患者が来ていますが、髙橋委員の

言われたように、そのうち７割が軽症であると

いうことです。以上、簡単ですが、終わります。

○髙橋委員 今、聞いてみますと、日南も延岡

病院と状況が大体似ていますよね。その対策を

日南はとらなくていいのかなと率直に思ったん

ですが。

○梅原病院局次長 延岡病院の今回の支援キャ

ンペーンにつきましては、まず、地元の自治体

と医師会の手によりまして、先に自発的に住民

に対する啓発キャンペーンという形で取り組ん

でいただいておりました。こういう中で、今回、
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県も入った形の延岡病院支援キャンペーンとい

うことに発展をしてきたわけです。県立病院の

２次救急、３次救急という役割を住民の方に御

理解いただいて、軽易な受診については自粛い

ただくというのは大変重要だと思っております。

しかしながら、一方で地元の１次救急の体制、

あるいは県立病院の役割に対する認識等の熟度

が高まっておりませんと、こういうキャンペー

ンというのも難しいと思っておりますので、地

域医療の実態に即しながら取り組んでまいりた

いと考えております。

○髙橋委員 おっしゃる意味はよくわかります

が、こういう啓発は行政がしっかりやるべきだ

と思うんです。延岡病院も大変、実は日南病院

も大変なんです。内部はすごく疲れていらっし

ゃって、医師不足はそこにも一つの原因がある

わけで……。延岡病院の場合は地元の機運が盛

り上がってということで理解はしますけれども、

やはり病院局として地元の環境をしっかり把握

すべきですよね。これはしていらっしゃると思

います。そこは機敏に行動に移すべきだと思う

んです。

私たちも微力ながら、地元で医師会とも意見

交換会をさせていただきました。シンポジウム

を開いて、住民の方にも参加してもらって啓発

をさせてもらっていますが、これは微々たるも

のだと思うんです。継続してこういう活動をや

っていきますが、ぜひ行政も乗り込んでいただ

いて啓発をしっかりやっていただくように、強

く要望したいと思います。

次に、採血管ホルダーの再使用の中止の関係

ですけど、マスコミで取り上げられて記者会見

されていました。きょう、図をお示しいただき

ましたけど、テレビでちゃんと物を持って説明

をされていましたか。それを確認します。

○梅原病院局次長 先日、記者発表をさせてい

ただいたところですが、発表に際しましては、

現物を提示して詳しく御説明したつもりでござ

います。

○髙橋委員 現物を持って直接説明に来ていた

だいたときに、私たちは素人だからそういうふ

うに取るのかもしれませんが、これでそうなん

ですかという思いを抱いたんです。採血管ホル

ダー、厚生労働省がそういう決まり事をつくっ

たから従わなくちゃいけないと言えばそれまで

のことなんですが、どうも合点がいかない。

今からは採血管ホルダーを消毒して再利用で

きないわけだから、年間に換算してどのくらい

の支出になるんでしょうか。

○梅原病院局次長 現在、使い捨てのホルダー

を使用しております宮崎病院の例で申し上げま

すと、年間約６万3,000個購入いたしております。

これが１個８円30銭ということですので、年間

では50万円から60万円の支出ということでござ

います。

○髙橋委員 宮崎病院で年間50万円ですから、

ほかの病院も合わせたらそれ以上に膨らむわけ

で、法が変わらない限り使い捨てていくわけで

すから、相当な金額になっていくと思うんです。

この場でどうのこうの言えないことなんですが、

県民に、「こんなことまで使い捨てさせるのか」

という意識を持たせていいと思うんです。私は、

この採血管ホルダーを消毒、再利用することに

よって決して人体に害はないと理解しました。

これが発展すると、ほかにも医療器材で再利用

しているものがあると思うんです。単純な例で

は、給食の食器だってそれこそ消毒して使って

います。厳密にしていくと、あれはすべて一緒

に洗っているはずですから、病棟ごとに区別す

るとか、そこまでやらんといかんときが来るん
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じゃないかと思って、このことを聞いたとき非

常に息苦しく思いました。これは私の感想です。

以上です。

○徳重委員 採血管ホルダーのことについてで

すけど、記者発表されてから、県民からの問い

合わせというのはあったものですか。

○梅原病院局次長 記者発表以降本日まで、３

病院で76件の相談をいただいております。この

内訳でございますけれども、実際には、自分が

感染しているかどうかといったようなお問い合

わせで、これについてはカルテ等を見ながら医

師のほうで回答いたしまして、安心をいただい

ています。あとは、なぜ禁止されているような

取り扱いを行ったのかといった、苦情に類する

ようなお話が多うございました。このうち、再

検査をしたいという方が２件ございました。で

すから、76件のうち２件が再検査をすることに

なったという状況でございます。

○徳重委員 報道されますと、皆さん関心を持

たれる。そして病院に行かれるとほとんど採血

されるわけです。まず採血という形になります

ので、非常に関心が高い案件かなと思います。

一つ考えてほしいのは、宮崎病院は平成16年か

ら使っていらっしゃらないと。そして、先ほど

おっしゃいましたとおり、延岡病院でも50万円

相当の出費がされていると。そのことは各病院

の支出項目の中に入っているはずですよね。そ

れが病院の管理者として見抜けなかったという

か、なぜなのという疑問はなかったものですか。

○梅原病院局次長 こういった医薬材料につき

ましては、当然、予算計上されておりますので、

その時点で把握できなければいけなかったとは

思っておりますが、それにつきましては今後十

分注意してまいりたいと考えております。

○徳重委員 幸いにして問題がなかったという

ことですが、県民の関心の最も高いことかと思

いますので、注意を十分払っていただきたいと

お願いをしておきます。

○丸山委員 延岡病院の支援キャンペーンにつ

いてですが、延岡病院に来られる方は少なくな

ったということは、受け入れ体制のある医師会

のほうに行かれたんだろうと思うんです。医師

会側からの反応といいますか、これをやってど

うだったとか、そういうフィードバックとか、

協議会みたいなものを立ち上げていらっしゃる

んでしょうか。

○楠元延岡病院長 ただいまの質問にお答えい

たします。

実際、うちの病院自体も患者数が減っていま

す。ごく一部ですが、医師会の救急病院も減っ

ている数字も出ているということで、まだ現在

のところ全体像を話し合っておりません。ただ、

地域医療支援病院には支援委員会というものが

設置されていますので、そこで検討する内容に

なっていこうかと思います。それが来週開かれ

ますので、そこでの議題になってくるかと思い

ます。

○丸山委員 来週開かれる委員会があれば、そ

の中でどのような意見が出て、今後どのように

したほうがいいというのをフィードバックして

いただいて、それを県全域に―日南病院も７

割が軽症患者ということです。他の地域でも医

療圏ごとにやったほうがよければ、モデル的な

話をしていただければありがたいと思いますの

で、よろしくお願いします。

ホルダーのことについてですが、私も髙橋委

員と同じような意見を持ちつつ、気になるのが、

支出していないということになると、例えば会

検上とかいろいろ勘案したときに、ペナルティ

ーがあるのか、ないのかお伺いします。
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○梅原病院局次長 今回のホルダー使用中止に

つきましては、厚生労働省の通知は、製造業者

に対して、再使用の禁止を説明書に記載をする

というふうな通知でございまして、それに違反

したことによって医療機関が直接処分を受ける

といったようなことはないと思っております。

○丸山委員 器具を使っていないということに

なると、年間50万前後かもしれませんけれども、

それが支出しなくてよかったとなると、経営上

見たときに、ここはおかしいことをしているん

じゃないかということで、返還しろとかよくあ

りますよね。それに当たるのか当たらないのか

をお伺いします。

○梅原病院局次長 この採血管ホルダーにつき

ましては、再使用しておりました病院では予算

計上されておりませんので、そのかわりにほか

のものを買っているということはありませんか

ら、それによって不適正な支出が行われたとい

うことはありません。

○丸山委員 採血するときに保険の点数が引か

れると思うんです。本来であるとなるのかなと

思うんですが。

○梅原病院局次長 診療報酬の請求に当たりま

しては、使用する器具について、これがいけな

かったのでその点数はだめだということはない

と聞いております。

○丸山委員 そういうことでなければいいんで

すけれども、先ほど徳重委員が言われたとおり、

宮崎病院ではよかったけれども、一連の流れが

おかしいと。せっかく平成18年に全部適用にな

りましたので、その辺で若干違うのかなと思い

つつ、早目にこの辺はわかってほしかったなと

いう気持ちがありますし、今後は、県民に不安

をこれ以上与えない形でしっかりとやっていた

だきたいと思います。

○横田委員 救急車をタクシーがわりに使うと

いうことが、結構今、テレビなどにも出ていま

す。極端な例、この前、新聞に出ていましたけ

ど、時間がかかるものだから、病院の待合室か

ら救急車を呼んだとか、本当に情けないような

話です。

今度の延岡病院のキャンペーンで、救急車で

の来院方法が29名減っておりますけど、これは

キャンペーンの効果と見てよろしいんでしょう

か。

○楠元延岡病院長 このキャンペーンは住民に

大きな影響があったと思っています。患者総数

も減っています。来られる方の総数が27～30％

の減、来院方法も救急車以外で来られる方が30

％ぐらい減っているというような形です。ただ

し、入院患者率は余り変わっていないというこ

とで、重症の方はちゃんと来られて、軽症の方

の数が減ってきているのではないかと思ってい

ます。

○横田委員 当然、救急車で搬入された人は優

先的に診療が始まると思うんですけど、お医者

さんが診られて、これは別に慌てんでいいなと

いう症状の場合も優先的に診られるわけですか。

○楠元延岡病院長 その辺はケース・バイ・ケ

ースといいましょうか、状況によっても変わっ

てくるかと思います。重症の方が最優先という

のは事実だろうと思いますし、患者の数を見な

がら現場で適切に対応していると思っています。

○横田委員 軽症で救急車を頼む人は、救急車

で行けば優先して診てもらえるという認識があ

ると思うんです。一番いいのは、救急隊員がそ

の場で見て、「あんた、自分で行きない」と言え

たら一番いいんじゃないかと思うんですけれど

も、そういうのはできないんですか。

○豊田宮崎病院長 そうしていただくと、非常
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に我々のほうも助かるというと変ですけれども

……。

現場の当直しているドクターは３次は全部診

ます、３次に関してはどういうのでも診ますと。

ただ、その間にウオークインで来られた方とか、

救急車の軽症の方とか見えますと、そちらに時

間をとられて、３次になかなか行けないという

ところで、また疲弊したりすることがあります。

ただ、軽症と思っておる２次の方の中に３次の

方が入っていることがあるんです。だから、２

次救急は救急隊員が判断するのは難しいでしょ

うけれども、１次に関しては救急隊員のほうも

ある程度セレクトしていただいているとは思う

んです。歩いて来られるような方が含まれてい

ますので、今、他の都道府県でも問題になって、

いろんな運動をされているような感じだと思い

ます。

○横田委員 病院側も大変疲弊するということ

ですし、救急隊員も同じような状況になってい

るということも聞きますので、こういうキャン

ペーンをもっともっと広げていって、県民に対

する意識啓発をする必要があると思います。

○西村委員 同じく延岡病院についてですが、

私も記者発表のときに同席させていただいて、

現場の困難さというものを伺いました。延岡病

院といいますと、延岡市だけじゃなくて、日向

や門川にも通っている方がいらっしゃいます。

特に小児科が日向病院から延岡病院のほうに行

った経緯がありまして、小さい子供を抱えてい

る方からよく相談があるんです。延岡病院まで、

急なときには遠くなった分だけ困るということ

と、それでも地域には絶対必要だという声があ

るんです。子供の場合は原因がわかりづらいと

いうこともあるので、どうしても専門医の力が

必要になると思います。私が思うのは、このキ

ャンペーンについて、ちょっと時間がたつと忘

れてくると思うんです。1,000部配布したチラシ

とか、広報のべおかは今も続けていらっしゃる

んでしょうか。

○梅原病院局次長 もちろん、今回のキャンペ

ーンについては一過性のものに終わってはいけ

ないと思っておりますので、市町村の広報につ

きましては、機会を見て繰り返し広報いただく

ようにお願いしております。それから1,000部の

チラシにつきましては、各医療機関に張り出し

をお願いしておりますので、一定期間は張り出

していただけるものと思っておりますし、内容

等もリニューアルして定期的にお送りしたいと

考えております。

○西村委員 この中では、広報のべおか、ケー

ブルテレビという報告がありますけれども、門

川、日向を含めたそれぞれの自治体の広報誌に

対して、いま一度の働きかけをお願いします。

これは１カ月だけのデータですので、信憑性が

乏しいと思いますし、１～２カ月たって、ほか

の人が行かんなったら行こうかみたいな話に戻

ってくると、その後の逆効果にもつながりかね

ない。御存じのとおり、日向あたりは、夜間診

療なんか厳しく民間の病院の方がやっている経

緯もありまして、医師会ががっちりと頑張って

いるんです。日向、延岡は近いですけど、延岡

に対してもうちょっと頑張っていただきたいと

いう気持ちが強いんです。日向で受け付けられ

ないような重病者を受け入れてもらうという背

景があるものですから、ぜひそこもあわせてお

願いしまして、各自治体への働きかけもよろし

くお願いします。

○前屋敷委員 最初に、議案第３号に関連して

ですけど、今、御説明の中では、文言が変わっ

たことへの訂正だけだったんですが、これによ
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って算定基準が変わったり方法が変わったりと

いうことではないんですね。確認をします。

○梅原病院局次長 従来から、健康保険法及び

老人保健法の算定につきましては、診療報酬点

数表を使うことになっておりまして、そのこと

については変わっておりません。

○前屋敷委員 続いて、延岡病院支援キャンペ

ーンについてです。公的病院が最終的に重篤患

者の皆さん方の頼りの病院として大いに機能し

ていただくという点では、非常に患者数の問題

が出てきたわけです。今回のキャンペーンでか

なり地域の皆さんの協力がうかがえると思うん

ですが、見えた患者さんを拒否するということ

ではなくて、患者さんや御家族が自発的に判断

ができるような啓発をしっかりしていくことが、

まず第一じゃないかと思っています。今、皆さ

ん方からもその辺の御意見が出されましたけど、

そこのところを丁寧に進めていくことが必要じ

ゃないかと思っているものですから、そこはよ

ろしくお願いしたいと思います。

それから、採血管ホルダーの件ですけれども、

今、御説明によると、厚労省が直接、各県にこ

ういう使用に関しての通知がなされたわけじゃ

ないんですね。器具のメーカーにそういう通達

が出されて、その器具を使用しているところが

自主的に判断をするという流れのように聞こえ

たんですけど、その辺はどうなっているんです

か。

○梅原病院局次長 厚労省の通知につきまして

は、製造業者に対して、そういった再使用の禁

止を説明書に記載をしなさい。あわせて、医療

機関に業者のほうからその旨を周知するよう説

明をするといったような内容の通知になってお

ります。

○前屋敷委員 そこがどうも徹底されないゆえ

んじゃないかと思います。厚労省の通知で、こ

ういうケースというのはあるんですか、今回初

めてなんですか。

○梅原病院局次長 厚労省の通知というのは大

変数が多く出ておると聞いておりますので、中

にはこういった形のものもあるのではないかと

思っております。

○前屋敷委員 厚労省にも問題があるんじゃな

いかと思うんです。より安全性を高めるために、

使い回しはしないと、使い切りをしなさいとい

う指導的な通知だったんですけど、これを徹底

させようと思ったら、器具メーカーから診療機

関に間接的に伝わるんじゃなくて、直接、公的

病院に関しては県あたりにも―民間の病院で

すと直接病院にというのも難しいかもしれませ

んけど、徹底できるような形をとらないと、宮

崎で言えば、宮崎病院は最初から使用しなかっ

たし、ほかの病院はそこまで至らなかったとい

う点で、こういう結果が出たわけです。ですか

ら、厚労省にも意見を上げる必要があるし、こ

ういうものが出されれば、県としても各病院ち

ゃんと足並みそろえてやれるように、いつやる

か、どういうふうにやるかというのは徹底がで

きると思うんです。それができなかったという

のが今度の結果じゃないかと思っていますので、

厚労省のあり方そのものを問うことも必要だと

思います。私たちも意見を言いたいとは思いま

すけど、安全性をより高めるためには徹底して

いただきたいと思います。

○徳重委員 厚労省がその通知を出されたの

は、17年ですか。18、19、20、毎年こういう通

知は出されていないんですか。

○梅原病院局次長 ホルダーの再使用の禁止に

ついては、17年１月に１回出て、以降出ており

ません。
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○徳重委員 その後、開業された病院、医院、

たくさんあるだろうと思うんです。そういった

ところは現在も使っていると想定していいんで

すか。

○梅下病院局次長 この器具を販売する業者が

医療機関に対して説明する義務を負っておりま

すので、新たな方については、その業者から当

然聞いているという前提だろうと思います。

○緒嶋委員 延岡病院の支援キャンペーンです

が、これは成果が上がっておるということで、

大変いいことだと思うんですけれども、問題は、

恒常的にこれが続くかという懸念材料がいろい

ろあります。「医師会の宿日直の当番医がなかな

かわからん。もうほんなら県病院に行け」とい

うような形がかなりあるんじゃないかと思うん

です。これは医師会との絡みだけど、宿日直の

当番医との連携をよくして、当番医はどこだと

いうのがある程度みんなが認識できるような形

じゃないと、救急患者はいつ病気になるかわか

らん、県病院に行ったほうが早いがというのが

一般的な考え方だと思うんです。医師会との連

携で、宿日直の当番医はどこだというのを、ケ

ーブルテレビとかマスコミのキャンペーンで徹

底するように、行政の中で十分話を詰めていか

んと、行政も２カ月に１回、知事や県会議員、

市長が集まってキャンペーンするということは

できんだろうと思うんです。キャンペーンの仕

方も含めて、周知徹底をどうするかというのは

相当詰めていかにゃいかんのじゃないか。恒常

的に勤務医の皆さんの労務が軽くなるように、

そこが一番のねらいですので、そのねらいに沿

った努力というのは、病院局全体、市あるいは

医師会とも連携をとりながら継続してやってい

ただくことを要望しておきます。

○丸山委員 もう一回、延岡病院のことについ

て聞きたいんですが、４ページの表の中の時間

帯が、８時から17時、17時から23時、23時から

翌８時というふうに分かれているんですが、そ

れぞれ大体200名超ですが、緊急に来院された方

で重篤な患者はどれくらいあったかわかります

か。例えば、８時から17時の238名のうちに重篤

が何割、17時から23時は250名で重篤が何割、そ

ういう分析はされていますか。

○楠元延岡病院長 ５月分だけ資料がございま

したので、お話しいたします。８時半から17時

までが、すべての患者227名中入院が111名。準

夜帯、17時から23時が、総計253名中入院が106

名。深夜帯、23時から次の日の８時30分までが、

合計217名中65名ということになっています。

○丸山委員 深夜帯が217名中65名ということ

は、それ以外は軽症だったと思われますので、

次にＰＲするときには、これだけ違うんですよ

ということをもう少し詳しく県民に示していた

だくと、もっと具体的になるし、その時間帯が

医者にとっても苦痛といいますか、すごくスト

レスがたまるような気がするものですから、そ

れをもう少し分析して、来週、地域で意見交換

するときには、ほかの医師会、病院の方々もど

ういう形になっているのか分析していただいて、

それを今後フィードバックしていただければあ

りがたいと思います。

○髙橋委員 延岡病院支援キャンペーンの関連

ですが、１次、２次、３次のすみ分けをしっか

りするために、開業医、医師会との連携が重要

だと思うんです。

考え方だけ聞きますけど、この前、南那珂、

日南で医療を考える集いをやったときに、開業

医は大体６時までですが、５分もすると留守電

になっていると。よく「かかりつけ医を持ちな

さい」と言います。かかりつけ医を持つことに
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よって、緊急のときに診てもらおうという流れ

になっていると思うんです。でも、肝心なとき

に電話すると留守電になっている。そのとき、

たまたま元医師会の会長が見えていたんです。

それを聞いてその人が言うには、「そういう病院

があったらすぐ医師会に電話してくれ」とおっ

しゃるんです。これは拍手が起きましたけどね。

だから、開業医の姿勢も医師の疲弊にかかわっ

てくると思うので、病院局として、医師会との

関係とか、そういう意見が言えたりするものか、

考え方だけお聞かせください。

○甲斐病院局長 救急医療のあり方でございま

すが、いろいろ委員の方から御意見をいただい

ております。確かにそれぞれの病院でやれるも

のでもございませんので、病院局と市町村、医

師会、開業医の皆さんとの役割分担を明確にし

ながら連携をとりたいという気持ちでおります。

今回、特に県北におきまして、ある程度受け皿

がありましたので、市町村ごとに出かけていき

まして協力を求めながらこれがやれたというこ

とがございます。そういう面ではモデルになり

得たというふうに思っております。これを全県

的に広げてほしいということですが、そのとお

りでございまして、これを継続的にやっていき

たいということでございますので、十分御意見

等留意しながら進めていきたいと思います。

それと、特に日南、南那珂の関係につきまし

ては、今、委員のほうからもお話ございました

ように、受け皿の問題が明確でないわけなんで

す。このあたり、役割分担という意味では、１

次的なものは市町村で何とかしてほしいという

気持ちがありますが、これがすぐに対応できる

ようなことではないんです。しかし、救急医療

を全県的に確立していくために協力していただ

かないといけないと思っておりますので、日南

病院とともに、管内の市あるいは町の関係者に

働きかけながら取り組んでいきたいと考えてお

ります。

○山下副委員長 その他になるだろうと思うん

ですが、一般質問の席上で、学校給食関係から

中国野菜の使用状況についてお伺いしました。

ちょっと懸念されたことは、県立病院でその実

態はないかということをお伺いしたんですが、

もしわかっていれば教えていただくとありがた

いと思います。

○梅下病院局次長 県立病院の給食材料につき

ましては、乾物等の共同購入を除く生鮮食品に

ついては病院ごとに発注を行っております。中

国野菜につきましては、平成19年度から原則と

して使用を中止することとしております。しか

しながら、国産の品不足の状況とか、季節によ

ってほかにかわる野菜がない場合は、やむを得

ず中国産のものを使用したこともあったようで

ございます。例えばニンニクとかタケノコの水

煮、インゲンや里芋等が中国産であったという

報告を受けております。

○山下副委員長 今、３県立病院の病院食はど

れぐらいつくっておられるんですか。入院患者

がおられて朝昼晩つくられるだろうと思うんで

すが、例えば延岡病院で１日何食つくっておら

れるのか。

○梅下病院局次長 今、手元には病院ごとの数

字がないんですが、年間で95万食、これを１日

当たりに直しますと約1,000食程度になろうかと

思います。朝昼晩３食ありますので、１日当た

り各病院で1,000食つくっている計算になろうか

と思います。

○山下副委員長 これは委託されているんです

か。

○梅下病院局次長 原材料は県あるいは病院で



- 12 -

購入いたしまして、調理は委託しております。

○山下副委員長 冷凍野菜関係の比重はどれぐ

らいあるんでしょうか。わからなければ結構で

すが、ほとんど冷凍食品だろうと思うんです。

使われている食材の中でどれぐらい冷凍食品が

占めているのか。というのは、冷凍食品で一番

使われるのが中国産だろうと思うんですが、国

産の冷凍食というのはすべてあるわけですから、

なぜ中国産をそれだけ使わないといけないのか

疑問に思います。わかれば教えていただくとあ

りがたいと思います。

○梅下病院局次長 冷凍食品のパーセントは手

元に数字がございませんが、野菜につきまして

は、冷凍はまず使わないというのが基本的な考

え方だと聞いております。現在、野菜等の生鮮

食品のうち県産品を使っている割合は50％を超

えているということですので、それから考えま

しても、冷凍野菜については余り使用されてい

ないのではないかと考えております。

○甲斐病院局長 ただいま、特に採血管ホルダ

ーについていろいろと御意見いただきました。

今、次長が申し上げましたように、経費的には

そんなにかからないんです。一方では、省資源

の関係もありますので、御意見いろいろあって

当然だろうと思っております。いずれにいたし

ましても、まずは患者さんの安全対策を第一義

的にやっております。そういう意味では、今後

とも医療安全対策の視点から……。

それと、今回の通知が、製造メーカーに対し

て注意書きでの指導でした。例えば薬にも注意

書き等がございますが、そのとおりにやりなさ

いという意味では、広義には法令遵守義務があ

ると認識いたしております。そういう意味で、

今回の問題、改めて再認識をしながら、安全対

策に万全を期すように、それぞれ各関係者にお

知らせしたところです。今後とも法令遵守意識

の徹底を図ってまいりたいと思いますので、ど

うぞよろしくお願いいたします。

○権藤委員長 それでは、以上をもちまして病

院局の審査を終了いたします。

執行部の皆様には大変御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午前10時55分休憩

午前11時５分再開

○権藤委員長 委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案、報告事項等

の説明を求めます。説明を50分ぐらい予定して

おりますので、午前に説明、午後に審議という

ことにさせていただきたいと思います。

なお、委員の質疑は、執行部の説明がすべて

終了した後にお願いをいたします。

○宮本福祉保健部長 福祉保健部でございます。

よろしくお願いいたします。

説明に入ります前に、この場をおかりしまし

てお礼を申し上げます。委員の皆様方には、５

月から６月にかけまして県南・県北地区の福祉

保健部関連の施設を御調査いただき、まことに

ありがとうございました。調査先でいただきま

した御意見につきましては、今後の施策の推進

に大いに参考にさせていただきたいと存じます。

それでは、委員会に御審議をお願いしており

ます議案等につきまして、その概要を説明申し

上げます。

まず、お手元の平成20年６月定例県議会提出

議案をごらんください。表紙をめくって目次を

ごらんいただきますと、福祉保健部関係の議案

は、上から２番目の議案第２号「使用料及び手

数料徴収条例の一部を改正する条例」、その４つ

下の議案第６号「宮崎県小児科専門医師研修資
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金貸与条例」の２件であります。

まず、「議案第２号」のインデックスのところ

をごらんいただきたいと思います。「使用料及び

手数料徴収条例の一部を改正する条例」につい

てであります。この議案のうち、福祉保健部関

連は３ページから４ページにかけてであります。

老人保健法の改正法施行により、同法の法律名

が「高齢者の医療の確保に関する法律」に改め

られたことなどに伴う県立こども療育センター

の使用料及び手数料の算定方法に係る所要の改

正と、２点目が、５ページの後半から６ページ

にかけて表に掲げておりますが、介護保険法の

施行規則の改正に伴う介護サービス情報調査手

数料の追加規定という内容であります。

続きまして、「議案第６号」のインデックスの

ところ、ページでは21ページであります。「宮崎

県小児科専門医師研修資金貸与条例」について

であります。本県における小児科医師は、人口10

万人当たりの数で全国平均を下回り、また、地

域的な偏在といった問題も抱える現状にあるこ

とから、その安定的な確保が喫緊の課題となっ

ております。本条例は、このような現状にかん

がみ、県内で小児科の専門研修を受ける研修医

に対して、月額15万円の研修資金を貸与するこ

とによって、即戦力となる医師を確保し、さら

に県内定着に結びつけようというものでござい

ます。

次に、お手元の平成20年６月定例県議会提出

報告書をごらんいただきたいと思います。表紙

をめくっていただきますと、１ページに一覧表

がございますが、福祉保健部関係は、「県が出資

している法人の経営状況について」の中の上か

ら６番目、財団法人宮崎県看護学術振興財団と、

その下の財団法人宮崎県腎臓バンクの２件、ま

た、表の下から３番目の枠にあります平成19年

度宮崎県繰越明許費繰越計算書の中に繰り越し

事業が２件ございます。

以上が、今回提案いたしております議案等の

概要ですが、詳細につきましてはそれぞれ担当

課長に説明させますので、よろしく御審議をい

ただきますようお願い申し上げます。

続きまして、５件ほどその他の報告をさせて

いただきたいと存じます。

厚生常任委員会資料の９ページをお開きくだ

さい。初めに、「指定管理者制度の第二期指定に

ついて」であります。公の施設の管理に民間の

能力を活用して、住民サービスの向上や経費の

縮減等を図る指定管理者制度について、本県で

は現在、62の施設で導入をしております。この

うち福祉保健部におきましては、中ほどの一覧

表にございますように、７つの施設につきまし

て指定管理者制度を導入しておるわけですが、

今年度までで指定期間が終了いたしますので、

引き続き、第二期指定に向けた手続を進めるこ

ととしているところであります。これに係る募

集方針、スケジュール等について御説明させて

いただくものであります。詳細につきましては

福祉保健課長から御説明させていただきます。

次に、同じ資料の35ページをお開きください。

「長寿医療制度（後期高齢者医療制度）を巡る

現状について」であります。きのうまでの本会

議でもいろいろ御議論いただきましたけれども、

４月にスタートいたしました長寿医療制度（後

期高齢者医療制度）につきましては、被保険者

証の未着を初め、保険料の誤徴収、年金からの

天引きに対する反発など、多くの問題が指摘さ

れているところであります。このような中、去

る６月12日に、政府・与党により保険料の軽減

措置など制度見直しの方針が決定されたところ

であり、本制度をめぐるこうした現状について
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御説明させていただくものであります。詳細に

つきましては、後ほど国保・援護課長から御説

明させていただきます。

次に、資料の39ページをお開きください。「宮

崎県高齢者保健福祉計画」の策定についてであ

ります。本計画は、老人福祉法に基づく「高齢

者保健福祉計画」と介護保険法に基づく「介護

保険事業支援計画」の２つの計画を一体のもの

として作成するもので、本県の高齢者施策の基

本方針に位置づけられるものであります。現計

画の計画期間が平成18年度から20年度までの３

年間となっていることから、今年度、新たな計

画の策定作業を行うこととしておりますので、

次期計画の策定スケジュール等について御説明

させていただくものであります。詳細につきま

しては、後ほど長寿介護課長から御説明させて

いただきます。

続きまして、41ページをお開きください。「宮

崎県障がい者工賃倍増５か年計画」についてで

あります。平成18年４月の障害者自立支援法の

施行や、国において策定された「「福祉から雇用

へ」推進５か年計画」の一環として、官民一体

となった障がい者の工賃向上が打ち出されたこ

と等を受けまして、就労継続支援Ｂ型事業所や

授産施設等で働く障がい者の工賃水準を引き上

げるための具体的方策等について、「宮崎県障が

い者工賃倍増５か年計画」として取りまとめま

したので、その概要について御説明させていた

だくものであります。後ほど障害福祉課長から

御説明させていただきます。

最後に、資料はございませんが、先般判明い

たしました、「真空採血管ホルダーの再使用」の

問題についてであります。福祉保健部の出先機

関である中央、高鍋、小林、日向の４保健所で、

真空採血管ホルダーの再使用があったことが判

明いたしました。真空採血管ホルダーの再使用

は、平成17年１月に厚生労働省から発出された

通知により禁止することとされていたところで

ありますが、本県の４つの保健所においてこれ

が徹底されておりませんでした。まことに遺憾

であり、県民の皆様に対し大変申しわけなく思

っております。深くおわびを申し上げます。

なお、再使用していた期間は各保健所で異な

りますが、この間の採血人員は合計1,015人であ

ります。採血針は１人ごとに取りかえ、ホルダ

ーは消毒して使用しておりました。ホルダーの

汚染が原因での感染の報告例は全国的にもない

ことから、利用者の感染可能性は極めて低いと

考えておりますが、該当者で不安のある方には、

保健所で相談・検査の対応をしていくこととし

ているところであります。今後は、採血管ホル

ダーを再使用しないことを徹底させるとともに、

二度とこのようなことが起きないよう努めてま

いる所存であります。

私からは以上でございます。よろしくお願い

いたします。

○畝原福祉保健課長 福祉保健課からは２件報

告させていただきます。

まず、報告事項としまして、平成20年６月定

例県議会提出報告書、インデックスで「別紙７」、

ページで51ページでございます。財団法人宮崎

県看護学術振興財団の平成19年度事業報告であ

ります。

まず、１の事業概要ですが、この財団は平成

８年４月に設立されたもので、看護領域に係る

学術研究等への助成等を行うことにより、本県

の保健、医療及び福祉の向上を図っているもの

であります。

２の事業実績、（１）の学術研究の支援に関す

る事業としまして、本県の地域特性を踏まえた
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育児支援のあり方などの研究に760万5,000円、

（２）の教育・研究の地域間交流事業として、

母親の育児不安等に対する早期対応のための子

育て教室などに356万5,000円など、記載はござ

いませんが、合計で19の事業を実施し、約1,553

万3,000円を支出しております。

次に、52ページをお願いいたします。３の貸

借対照表についてでございます。まず、Ⅰの資

産の部であります。財団の資産は、２の固定資

産の（１）基本財産の投資有価証券19億3,510

万9,505円が主なもので、それに普通預金、定期

預金と合わせた資産合計は、表の中ほどにあり

ますように19億5,945万1,306円となっておりま

す。

次に、中ほどⅡの負債の部は、社会保険料等

の未払金及び預り金で、合計３万9,960円となっ

ております。

下のⅢの正味財産の部につきましては、53ペ

ージに記載の４の正味財産増減計算書で説明い

たします。正味財産は、Ⅰの一般正味財産と、

下のほうにありますⅡの指定正味財産とに分類

されております。

まず、一般正味財産の１経常増減の部の（１）

経常収益は、基本財産受取利息や、年度当初の

現金収支不足を補うための基本財産定期預金取

崩金等で、計2,314万7,327円となっております。

なお、受取利息が前年度と比較して大きくふえ

ておりますが、これは満期で買いかえた有価証

券（主に国債等）の金利が上昇したことによる

ものであります。

次に、（２）の経常費用の①事業費は、先ほど

２の事業実績で御説明しましたが、学術研究へ

の助成等に要する経費で、事業費計は、表の中

ほどにありますように1,553万2,716円となって

おります。中ほどの②管理費は、理事会の開催

や事務局の運営に要した経費で、計190万1,513

円となっており、事業費と管理費を合計した経

常費用計は1,743万4,229円、経常収益と経常費

用との差額である当期経常増減額は571万3,098

円となっております。

２の経常外増減の部はありませんので、当期

一般正味財産増減額571万3,098円を期首残高358

万8,378円に加えた期末残高は、930万1,476円と

なっております。

次に、下のほうのⅡの指定正味財産増減の部

であります。①の基本財産運用益は、受取利息

の1,544万5,080円で、次の②の一般正味財産へ

の振替額は2,264万5,000円ですので、差し引き、

当期指定正味財産増減額はマイナス719万9,920

円となります。これをその下の期首残高19

億5,730万9,790円から差し引いた期末残高は、19

億5,010万9,870円となります。

以上の結果、一番下の行ですが、一般と指定

を合わせた正味財産期末残高は19億5,9 4 1

万1,346円となっております。

次に、54ページの５財産目録でございますけ

れども、これは先ほどの貸借対照表と内容が重

複しますので、説明は割愛させていただきます。

次に、55ページをごらんください。平成20年

度の事業計画についてであります。１の基本方

針は、今年度も昨年度同様、本県の保健、医療

及び福祉の発展に貢献するため、２の事業計画

に記載しております各事業に取り組むこととし

ておりまして、（１）の学術研究の支援に677

万2,000円、（２）の教育・研究の地域間交流等

に387万7,000円、56ページ、（３）の教育の国際

化等に102万5,000円、（４）の生涯学習の振興

に150万円をそれぞれ計上しております。

57ページをごらんいただきたいと思います。

３の収支計画であります。まず、表の左側の欄、
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収入の部としまして、基本財産運用収入の2,301

万6,000円などに、前期繰越収支差額883万5,000

円を加え、収入合計として、一番下の欄の3,205

万1,000円を見込んでおります。

次に、表の右側ですが、支出の部としまして、

先ほどの事業費支出として1,317万4,000円、中

ほど、管理費支出に210万円などを計上している

ところであります。

財団法人宮崎県看護学術振興財団については、

以上でございます。

続きまして、その他の報告事項としまして、

指定管理者制度の第二期指定について報告いた

します。

委員会資料の９ページをお願いいたします。

指定管理者制度を導入している施設は、福祉保

健課、障害福祉課、こども家庭課の３課で所管

しておりますが、今後のスケジュールを初め共

通する部分も多いことから、私のほうでまとめ

て御報告させていただきます。

まず、１の制度の概要につきましては、先ほ

ど部長の説明にもございましたが、今年度で第

一期の指定期間が終了することから、第一期の

評価等を踏まえ、平成21年度からの第二期指定

に向けて候補者を選定することになります。

２の制度導入施設でございますけれども、表

にありますように、福祉保健部では、福祉総合

センター、母子福祉センター、視覚障害者セン

ター、聴覚障害者センター及び青島、むかばき、

御池の３つの青少年自然の家の計７つの施設が

該当し、文化コーポレーションなど４つの指定

管理者において、現在管理運営がなされており

ます。

次の10ページをお開きください。３の第一期

指定管理者の評価でございます。各施設とも基

本協定に基づきまして、利用者の利便性の向上

を図るための取り組みなど誠実な運営が行われ

ております。また、利用者からの評価もよく、

おおむね適正な管理がなされていると思ってお

ります。このため各施設とも、第二期も引き続

き指定管理者制度を導入することとしておりま

す。

次に、募集方針につきましては、基本的には

第一期と同様でありますが、主な変更点として

は、４の（１）の共通する部分として、①の指

定管理者として選定される最低基準を設けたこ

とであります。指定管理者の選定は、選定委員

による審査項目ごとの採点により行いますが、

公の施設の管理を行う指定管理者として最低限

求められる水準の確保の観点から、最低基準を

総配点の100分の60以上と設定したものでありま

す。また、③の福祉保健部独自の審査項目とし

て、育児休業制度や障がい者の就労支援の取り

組み等を追加いたしました。

次に、（２）の各施設ごとでは、②の青島青少

年自然の家など３つの青少年自然の家の指定期

間を、これまでの３年間から５年間に延長した

ことなどであります。これは、青少年自然の家

は、単に施設の維持管理にとどまらず、青少年

の研修施設としての事業の企画力や一定の専門

性が必要な業務であること、また、事業のノウ

ハウの蓄積や人材の確保・育成が求められるこ

となどから５年間としたものであります。なお、

ほかの施設はこれまで同様３年間であります。

次に、５の基準価格でありますが、前回と比

較して各施設とも若干低く設定しております。

これは、第一期の施設管理の収支状況や維持管

理費の実績等を考慮して算定したものでござい

ます。

11ページをごらんください。６の主な資格要

件として、これも第一期と同様、（１）の県内に
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事務所等を有する法人や団体であることや、

（２）の一般競争入札の参加資格があることな

どとしております。

次に、７の選定基準であります。これも第一

期と同様、（１）平等な利用の確保ができること、

（２）施設の効用を最大限に発揮するものであ

ること、（３）管理運営に係る経費の縮減を図る

ものであることなどとしております。

次の12ページをお願いいたします。最後に、

今後のスケジュールでございますが、去る６月10

日、11日に第１回目の指定管理者候補者選定委

員会を開催し、第一期管理運営実績の検証や第

二期指定の募集方針の検討を行ったところであ

ります。今後、７月から９月にかけた約２カ月

間、公告あるいは現地説明会を通して公募を行

った後、書面による第１次審査を行い、10月上

旬には第２回目の指定管理者候補者選定委員会

において指定管理者候補者を選定いたします。

その後、11月県議会におきまして議決いただき、

指定管理者を指定することになります。なお、

その間、当委員会におきまして、指定管理者の

応募状況や選定結果等については御報告させて

いただくこととしております。

指定管理者制度の第二期指定については以上

でございますが、次の13ページから34ページに

かけまして、施設ごとに第一期指定の状況や第

二期指定の基準等を記載しておりますので、後

ほど御参照いただければと思います。

福祉保健課からは以上でございます。

○高屋医療薬務課長 それでは、医療薬務課分

を御説明いたします。

医療薬務課の関係分は、議案第６号の「宮崎

県小児科専門医師研修資金貸与条例（案）」の１

件であります。議案書では、「議案第６号」のイ

ンデックスのところ、ページで言いますと21ペ

ージでありますが、説明は常任委員会資料で行

います。

委員会資料の７ページをお開きいただきたい

と思います。条例案について説明する前に、ま

ず、本県の小児医療の現状について御説明いた

します。次の８ページをごらんいただきたいと

思います。まず、最初の丸印、本県の小児科医

師数の状況についてであります。表をごらんい

ただきますと、県内の小児科医師数は、平成８

年から16年までは増加の傾向にありましたが、

平成18年には減少に転じております。また、括

弧書きで人口10万人当たりの医師数を示してお

りますが、全国平均を下回る状況が続いており

まして、平成18年には、全国平均の12.0人に対

し10.7人となっております。

次に、２番目の丸印、２次医療圏別の小児科

医師数であります。表の上から３つ目にありま

す宮崎東諸県医療圏でありますが、小児科医師

数が61人で構成比が49.6％と、この圏域に集中

しておりまして、地域的な偏在が顕著になって

おります。

次に、一番下の大学からの小児科医師派遣状

況についてでございます。宮崎大学附属病院な

ど小児科のある主要な11の病院等について示し

ております。右下の合計にありますように、44

名の小児科医師が大学から派遣されております。

派遣元大学を見ていただきますと、宮崎大学の

ほか、県外の熊本大学、大分大学、福岡大学か

ら派遣されており、派遣医師が重要な役割を担

っている状況でございます。特に県外の大学か

らは15名、34％の派遣を受け入れている状況で

ありまして、県外大学からの派遣医師に大きく

依存しており、これが本県の小児医療を支える

大きな戦力となっている状況でございます。派

遣期間は、ほとんどがおおむね１年となってお
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ります。

本県の小児医療につきましては、以上申し上

げましたように、医師数が減少していること、

また加えまして、大学からの医師派遣の役割が

大きい中にあって、派遣元大学からは医師引き

揚げが危惧されるような話があるなど、小児医

療の体制維持が極めて厳しい状況となっており

ます。

以上が本県の小児医療の現状であります。

それでは、資料の７ページにお戻りいただき

たいと思います。一番下のほうに（参考）とし

て、小児科専門医育成確保事業の概要を記載し

ております。この事業は、ただいま御説明した

厳しい小児医療の現状を踏まえまして、平成20

年度当初予算において新規事業として計上させ

ていただいたところであります。このたび、本

事業を実施するための条例の制定が必要なこと

から、今議会に提案をさせていただいているも

のであります。

それでは、条例の概要について御説明をさせ

ていただきます。まず、１の制定の理由であり

ます。本条例は、小児医療の現場を支える医師

の安定的確保を図るため、県内の小児科で専門

研修を受けている医師に対し研修資金を貸与す

ることにより、小児科医師の育成・確保に取り

組むものであります。

次に、条例案の概要であります。貸与の対象

者は、県内の小児科で専門研修を行う研修医で、

将来、小児科の医師として県内勤務を希望する

者としております。小児科の専門研修は、大学

卒業後２年間の臨床研修を終えた後、一般的に

は３年間小児科の診療を行いながら専門的な研

修を行うこととされておりまして、専門研修は

まさに即戦力であり、この貸与事業により本県

で小児医療に従事する若い小児科医師を確保し

ていきたいと考えております。

次に、（２）の貸与の額は、月額15万円として

おります。３年間貸与を受けた場合、総額で540

万円となります。

（３）の研修資金の返還につきましては、返

還免除の要件に達しない場合には、一括して返

還していただくこととしております。

（４）返還の免除についてでありますが、即

戦力確保の観点から敷居を低くしておりまして、

まず、①の全部免除につきましては、県内の医

療機関で業務に従事した期間が１年に達したと

きとしております。これは研修資金の貸与期間

が１年から３年の場合であります。次に、貸与

期間が１年未満のときは、業務に従事した期間

が貸与期間に達したときとしておりまして、先

ほど参考資料で見ていただいたとおり、県外大

学からは１年以内の派遣で来る医師もおります

ことから、この全部免除の規定を設けておりま

す。なお、宮崎大学からの派遣のケースで派遣

期間が１年とありますのは、１つの病院への派

遣期間が１年でありまして、県内で複数の病院

で勤務することとなりますので、貸与期間が１

年から３年の場合に該当すると考えております。

最後に、業務上の理由による死亡等を規定して

おります。

次に、②の全部または一部を免除することが

できる場合についてでありますが、業務外のや

むを得ない理由による死亡等の場合、あるいは

業務に従事した期間が貸与期間に満たないとき

は、免除することができることとしております。

最後に、条例案の構成につきましては、３に

記載しているとおりの構成でありますので、説

明は省略させていただきます。

説明は以上でございます。

○江口国保・援護課長 国保・援護課でござい
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ます。

委員会資料の35ページをお開きいただきたい

と思います。長寿医療制度、いわゆる後期高齢

者医療制度をめぐる現状につきまして御説明を

いたします。

１の制度の概要についてであります。まず、

対象は、原則75歳以上の方及び65歳以上74歳以

下の方で、障害認定を受けた方となっておりま

す。

次に、医療費の財源構成は、②の表にござい

ますように、患者負担を除き、国、都道府県、

市町村が負担します公費が約５割、現役世代か

らの支援金が約４割、そして高齢者の保険料が

約１割となっております。これまでの老人保健

制度では、高齢者の保険料の負担はなく、現役

世代からの支援が５割となっておりました。

次に、財政・制度の運営につきましては、県

内の全市町村で組織しました後期高齢者医療広

域連合が行っております。

次に、被保険者証は、これまでの老人保健制

度では、医療保険の被保険者証と老人医療受給

者証の２枚が必要でございましたが、加入者１

人に１枚のみとなっております。

次に、保険料は、加入者一人一人から市町村

が徴収し、広域連合に納付することになってお

ります。

次に、徴収方法は、年金からの天引きにより

ます特別徴収と、納付書や口座振替によります

普通徴収の方法がございます。

次に、低所得者のための保険料の軽減措置は、

所得に応じて、７割、５割、２割軽減となって

おり、本県の場合は約６割の方が軽減措置を受

けられる見込みであります。

なお、平成20年度に限り、被用者保険の被扶

養者につきましては、４月から９月までの６カ

月間は10割、10月から３月までの６カ月間は９

割軽減とする特別措置が設けられております。

最後に、保険料の賦課限度額は、加入者１人

当たり50万円となっております。

次に、36ページをお開きください。２の国の

動きについてであります。まず、野党４党によ

り後期高齢者医療制度廃止法案が参議院に提出

され、参議院で可決し、衆議院に送付されまし

たが、継続審議となっております。法案の骨子

は、20年10月１日までに特別徴収を廃止し、被

用者保険の被扶養者の保険料の10割軽減措置

を20年10月以降も継続、21年４月から従前の老

人保健制度に戻すなどとなっております。

次に、厚生労働大臣を本部長として設置され

ました長寿医療制度実施本部におきまして、全

国の市町村に対し、保険料の負担額の変化、保

険料の誤徴収の実態、保険証の未達状況につい

て調査が行われ取りまとめられ、実施本部に報

告されたところであります。

そして政府・与党は、６月12日に「高齢者医

療の円滑な運営のための負担の軽減等につい

て」、取りまとめられております。詳細につきま

しては次のページで御説明いたします。37ペー

ジをごらんください。３の「高齢者医療の円滑

な運営のための負担の軽減等について」であり

ます。

まず、保険料の軽減対策につきましては、35

ページの⑦にございました７割軽減世帯のうち、

後期高齢者医療制度の被保険者の全員が年金収

入80万円以下の世帯につきましては、９割軽減

とすることになっております。なお、下のほう

にございますが、20年度における当面の対策と

して、７割軽減世帯のうち、８月までに納付さ

れている方につきましては、20年度については10

月から徴収しないことになっておりまして、そ
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の結果、20年度分につきましては8.5割の軽減と

なります。

上に戻っていただきまして、２番目のポツで

ございますが、所得割を負担する方のうち、所

得の低い方、具体的には年金収入153万円から210

万円程度までの被保険者については、所得割額

を50％程度軽減する措置を講ずることとなって

おります。

次のポツですが、以上のような措置を講じて

もなお保険料が上昇し、これを支払うことがで

きない特別の事情がある方につきましては、広

域連合条例に基づく個別減免を行うことも含め

まして、市町村においてよりきめ細かな相談を

行える体制を整備することとなっております。

また、財源措置につきましては、政府・与党の

責任において適切に対処することになっており

ます。

このほか、②以下にございますように、年金

からの特別徴収と、国保税を確実に納税してい

た本人、または世帯主や配偶者の口座振替によ

る納付の普通徴収、いわゆる特別徴収と普通徴

収の選択制の導入がございます。また、終末期

相談支援料等の凍結を含む検証、それに資格証

明書の運用などが盛り込まれております。

最後に、今後の検討課題として、⑤に掲げて

おりますように、保険料の軽減判定の方法の見

直しや、特別徴収の対象要件の引き上げ、被扶

養者の凍結措置の21年度以降の取り扱い等につ

きましては、今後検討がされることになってお

ります。

なお、地方にとりまして最も問題となります

財源措置につきましては、「政府・与党の責任に

おいて適切に処置する」という記載しかござい

ません。国の補正予算の状況等を注意深く見守

っていく必要があると考えております。

以上で説明を終わらせていただきます。

○大重長寿介護課長 それでは、長寿介護課関

連について御説明いたします。

委員会資料の１ページをごらんください。議

案第２号「使用料及び手数料徴収条例の一部を

改正する条例」についてであります。

今回、調査対象の拡大等の改正を行います介

護サービス情報調査手数料とは、介護保険法に

基づきまして介護サービス情報を公表するため

の調査に要する経費に係るものでございます。

まず、１の改正の理由でございます。平成20

年３月に介護保険法施行規則が改正されまして、

新たに18種類の介護サービスが公表対象として

追加されたこと、及び１つの調査票により複数

の介護サービスの調査を受ける場合の取り扱い

について、所要の改正を行うものであります。

次に、２の改正の概要であります。まず、（１）

でございますが、新たに追加された介護サービ

ス、これは介護予防サービス等18種類のサービ

スになっております。委員会資料の２ページの

新旧対照表、上のほうに棒線を引いて、追加さ

れたサービスを上げております。なお、手数料

は、１件につきまして、入所・入居系サービス

は３万8,000円、居宅系サービスは３万3,000円

となっております。

１ページに戻っていただきまして、（２）手数

料徴収に関する条件を備考欄に追加するもので

ございます。これまで介護サービスの種類ごと

に手数料を徴収しておりましたけれども、そこ

に例として挙げておりますように、今年度から

は１つの調査票で複数の介護サービスの調査が

可能となりましたので、手数料もいずれかのサ

ービスに係るものを徴収することとなります。

もう一度２ページをごらんいただきますと、新

旧対照表上段の備考欄にその旨を追記しており
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ます。「一の調査票により複数の介護サービスの

調査を受けるときは、当該複数の介護サービス

のうちいずれか一種類の調査を受けるものとみ

なす」というところでございます。

戻っていただきまして、１ページでございま

すが、施行期日は、公布の日からの施行であり

ます。

なお、３ページに制度の概要を添付しており

ます。その中ほどの制度の仕組みの図示中、調

査の後は公表いたしますけれども、③公表手数

料は１万円ということになっております。

次に、平成20年６月定例県議会提出報告書の

インデックス「別紙18」、187ページになります。

平成19年度宮崎県繰越明許費繰越計算書であり

ます。

上から３段目、民生費の事業名、老人福祉施

設整備等事業は、特別養護老人ホーム等を整備

する社会福祉法人等にその費用の一部を補助す

るもので、翌年度繰越額が３億9,000万円となっ

ております。これは、補助対象であります２施

設の建設予定地におきまして、文化財調査や地

盤調査の結果、設計変更等を余儀なくされたた

めに、事業主体において事業が繰り越しとなっ

たことによるものでございます。なお、いずれ

も現地確認を行いましたが、現在は順調に工事

が進行しております。

次に、もう一度常任委員会資料に戻っていた

だきたいと思います。39ページでございます。

「宮崎県高齢者保健福祉計画」の策定について

御説明いたします。

まず、１の策定の理由についてであります。

高齢者保健福祉計画は３年ごとに見直すことと

されておりまして、現計画が20年度までとなっ

ておりますことから、今年度中に新たな計画を

策定するものでございます。

次に、２の次期計画の概要等についてであり

ます。まず、（１）でありますが、次期計画の計

画期間は平成21年度からの３年間ということに

なります。

次に、（２）計画の趣旨であります。本計画は、

老人福祉法に基づく高齢者保健福祉計画と介護

保険法に基づく介護保険事業支援計画を一体の

ものとして策定するものであります。そのうち、

アの高齢者保健福祉計画につきましては、すべ

ての高齢者を視野に入れておりまして、介護保

険の対象とされていない高齢者保険福祉サービ

スはもとより、住環境の整備等の関連施策も対

象としております。また、イの介護保険事業支

援計画につきましては、市町村が行う介護保険

事業の円滑な実施の支援に関する計画でござい

まして、介護サービス基盤の整備など介護給付

対象サービスを提供するために必要な事項を定

めるものでございます。

最後に、（３）策定スケジュールについてでご

ざいます。次期計画につきましては、今後示さ

れる国の基本方針を踏まえまして策定作業を進

めていくこととなりますけれども、特に今回は、

療養病床の再編に伴います受け皿の確保の方向

性を示すため、昨年度策定いたしました宮崎県

地域ケア体制整備構想の基本的な考え方を反映

していく必要がございます。現在、市町村を通

じまして医療機関に対する転換意向調査を行っ

ておりまして、今後、７月末をめどにヒアリン

グを行い、計画に必要なサービス医療の見込み

の積み上げ等の作業を行うこととしております。

計画に当たりましては、市町村や医療機関等の

意向を十分に把握しながら、着実に作業を進め

てまいりたいと考えておりますが、進捗状況に

つきましては常任委員会におきまして適時報告

してまいりたいと考えておりますので、よろし
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くお願い申し上げます。

長寿介護課は以上でございます。

○村岡障害福祉課長 それでは、障害福祉課分

について御説明いたします。

障害福祉課は、議案第２号「使用料及び手数

料徴収条例の一部を改正する条例」、提出報告書

として、平成19年度宮崎県繰越明許費繰越計算

書、その他の報告事項として、「宮崎県障がい者

工賃倍増５か年計画」についての３件でありま

す。

初めに、議案第２号の「使用料及び手数料徴

収条例の一部を改正する条例」について御説明

いたします。

委員会資料の５ページをお開きください。２

の改正の理由にありますように、老人保健法の

改正法施行により、法律名が「高齢者の医療の

確保に関する法律」に改められたことによりま

して、県立こども療育センターの療養に係る使

用料及び手数料について改正するものでありま

す。

３の改正の概要でありますが、条文中の「老

人保健法」の名称を「高齢者の医療の確保に関

する法律」に改めますとともに、センターの療

養に係る使用料及び手数料の額の算定方法につ

いて、下の表のように改めるものであります。

これまで、表の右側にありますように、健康保

険法適用者につきましては、「療養費用算定方法」

及び「食事療養費用算定基準」により算出した

額、老人保健法適用者につきましては、「医療費

用算定基準」及び「老人食事療養費用算定基準」

により算定した額としておりましたが、健康保

険法と老人保健法の別々に定めていた療養と食

事に係る費用算定方法が一つにまとめられたこ

とに伴い、その算定方法を改めるものでありま

す。

なお、条文の新旧対照表につきましては、次

のページのとおりになっております。

次に、提出報告書の平成19年度宮崎県繰越明

許費繰越計算書について御説明いたします。

インデックスの「別紙18」、187ページをごら

んください。上から４段目、民生費の事業名、

障害福祉サービス事業所施設整備事業でありま

すが、翌年度繰越額が2,134万2,000円となって

おります。これは、国の予算内示の関係等によ

り、実施主体の障がい児通園施設において工期

が不足することによるものであります。

次に、その他の報告事項の「宮崎県障がい者

工賃倍増５か年計画」について御説明いたしま

す。

計画については、別冊でお配りしております

が、説明はお手元の委員会資料でさせていただ

きます。41ページをお開きください。まず、策

定の趣旨でありますが、障害者自立支援法の施

行に伴い、障がい者の就労支援を強化している

ところでありますが、今般、就労継続支援Ｂ型

事業所や授産施設等で働く障がい者の工賃水準

を引き上げるための「工賃倍増５か年計画」を

策定し、官民一体となって取り組んでいくこと

といたしました。

なお、計画策定に当たりましては、県内外の

経営コンサルタント等の専門家で構成する委員

会を立ち上げ検討を行いました。委員会の委員

につきましては、別冊の計画の12ページに記載

しておりますので、ごらんいただきたいと思い

ます。

次に、計画の期間でありますが、平成19年度

から５カ年となっております。

また、次の目標工賃でありますが、平成18年

度の１人当たりの県平均月額約１万1,000円を、

平成23年度には倍以上となる２万2,000円以上を
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目標に取り組んでいきたいと考えております。

最後に、目標達成のための具体的な取り組み

でありますが、まず、県と事業所の役割分担と

して、事業所は本年度以降、それぞれ独自の「工

賃向上計画」を策定し、その達成に向けて主体

的に取り組み、県は各事業所が行う計画策定・

実施を支援するものとしております。

また、具体的に取り組む主な事業としては、

大きく３つ考えております。１つ目は、研修事

業の実施であります。各事業所は、工賃向上に

係る知識やノウハウを十分に備えておりません

ことから、工賃向上のために必要な経営的視点

や経営基礎知識の習得、事業改革の具体的な方

法等を習得するための研修会を開催したいと考

えております。

２つ目は、「工賃向上支援チーム」による支援

であります。県央、県北、県西の県内３カ所に、

地元の中小企業診断士や商工会団体等で構成す

る工賃向上支援チームを設置し、各事業所の工

賃向上計画の策定・実施についての必要な助言

等を行いながら支援していきます。なお、本年

度は、これに先立ち、工賃向上に意欲のあるモ

デル事業所を３カ所選定し、その成果を来年度

以降他の事業所に波及させていきたいと考えて

おります。

３つ目は、連携して取り組む事業であります。

事業所同士あるいは企業との連携を進める観点

から、イベント等での共同出店、常設店舗の設

置拡大、事業所の持つ技術・商品の企業へのＰ

Ｒ等を実施していきたいと考えております。

障害福祉課分は以上であります。

○相馬健康増進課長 健康増進課でございます。

お手元の平成20年６月定例県議会提出報告書

「別紙８」、ページで言いますと59ページをお開

きください。財団法人宮崎県腎臓バンクの平成19

年度事業につきまして報告をいたします。

まず、１の事業概要ですが、本財団は平成４

年７月７日に設立され、死後に腎臓を提供され

る方への募集及び腎臓移植希望者の登録並びに

提供された腎臓のあっせんを行うとともに、腎

臓移植に関する保健衛生知識の普及啓発を図っ

ているところでございます。

２の事業実績についてですが、（２）の提供さ

れた腎臓のあっせんに関する事業として、腎臓

提供情報の通報が５件ございまして、そのうち

２名の方から死後の腎臓提供があったところで

ございます。そのほか、（１）の腎臓提供者の募

集及び腎臓移植希望者の登録に関する事業から、

次の６ページにかけての（６）の臓器提供意思

表示カードの配布に関する事業まで、合わせて

６つの事業を展開したところでございます。

61ページをごらんください。３の貸借対照表

であります。当腎臓バンクの会計につきまして

は、平成19年度から新会計基準に準じて処理を

しております。前年度分までが旧会計基準で処

理していたため、対比しての掲載ができないこ

とを御了解お願いいたしたいと思います。

まず、Ⅰの資産の部であります。バンクの資

産につきましては、２の固定資産の基本財産が

主なものですが、当腎臓バンクは事業による収

入がないため、経費を基本財産の運用益で支弁

することになっております。しかしながら、近

年の低金利による運営費不足のため、平成16年

度から基本財産を取り崩して運用に充てており

ます。平成19年度は170万を取り崩しまして、残

りは基本財産合計7,259万3,500円となっており

ます。そのほか、現金預金、備品などを合わせ

ました資産合計は、中ほどでございますけれど

も、7,406万2,810円となっております。

次に、Ⅱの負債の部につきましては、賃金な
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どの未払金及び預り金で、合計41万8,169円とな

っております。

Ⅲの正味財産の部につきましては、次の62ペ

ージ、４の正味財産増減計算書で説明をいたし

ます。Ⅰの一般正味財産増減の部ですが、１経

常増減の部の経常収益は、基本財産受取利息や

受取補助金等で、合計378万544円となっており

ます。（２）の経常費用の①事業費は、移植コー

ディネーターの賃金や旅費交通費などに要する

経費で、事業費計は、表の中ほどにございます

ように339万3,698円となっております。

その下の②管理費は、理事会の開催や事務局

の運営に要した経費で、合計179万5,680円とな

っております。事業費と管理費を合計した経常

費用計は518万9,378円、経常収益と経常費用の

差額であります当期経常増減額はマイナス140

万8,834円となっております。

２の経常外増減の部の（１）の経常外収益は

ゼロ、（２）の経常外費用は、パソコンの減価償

却費で４万8,598円、経常外収益と経常外費用の

差額でございます当期経常外費用増減額はマイ

ナス４万8,598円となっております。したがいま

して、当期正味財産増減額はマイナス145万7,432

円になり、期首残高は7,510万2,073円、期末残

高は7,364万4,641円となっております。

当バンクには指定正味財産はございませんの

で、一番下の行の正味財産期末残高は、同額

の7,364万4,641円となっております。

次に、右のページの５の財産目録であります

が、これは先ほどの貸借対照表と内容が重複い

たしますので、説明を省略させていただきます。

続きまして、64ページをお開きください。平

成20年度事業計画についてであります。１の事

業概要は、今年度も前年同様、死後に腎臓を提

供される方の募集及び登録、並びに提供された

腎臓のあっせんを行いますとともに、移植医療

についての県民の理解を深めるため、２の事業

計画に示しております（１）から（６）までの

事業を行い、腎臓移植の普及促進、移植医療に

関する知識の普及啓発を図ることとしておりま

す。

右の65ページをごらんください。３の収支計

画についてでございます。表の左の欄の収入の

部は、基本財産受取利息、賛助会員受取会費、

県からの補助金、民間補助金などに基本財産取

崩収入及び前期繰越収支差額を加えて、合計619

万2,000円を見込んでおります。右の欄の支出の

部につきましては、事業費、管理費など合計で、

収入と同額の619万2,000円を計上しているとこ

ろでございます。

財団法人宮崎県腎臓バンクについては以上で

ございます。

○権藤委員長 説明、大変御苦労さまでござい

ました。

それでは、冒頭申し上げましたように、暫時

休憩をし、午後は１時再開をめどにお願いした

いと思います。

暫時休憩いたします。

午後０時３分休憩

午後１時５分再開

○権藤委員長 それでは、午前に引き続きまし

て委員会を再開いたします。

執行部の説明が終了いたしました。まず、議

案関係、報告という順で、議案関係は第２号議

案と第６号議案でありますが、これに関連した

質疑がありましたらお出しいただきたいと思い

ます。

○丸山委員 第６号議案についてですが、確か

に小児科医の確保は非常に重要だと思うので、
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大変ありがたいと思っています。この中で確認

させていただきたいんですが、県内でも宮崎市

を中心にした偏在があって、地方は少ないとい

うことです。県内に残ればいいのかもしれませ

んが、宮崎東諸県圏域外に新しい小児科医には

行っていただきたいと思っているんですが、そ

の辺の制約はできるのでしょうか。

○高屋医療薬務課長 貸与期間が終了したら１

年間勤務ということで、これについては特に制

約は設けておりません。当然、貸与する際には、

県内の地域偏在を是正するような形で残ってい

ただくようにということは、強制はできません

けれども、指導という形でやっていかなければ

いけないと思っております。偏在を是正してい

くということも、県内に残っていただくねらい

の一つとしておりますので、できるだけそうい

うふうに持っていきたいと思っています。

○丸山委員 県内の偏在の是正もぜひ努力して

いただければありがたいと思います。

引き続きですが、今、６月ですので、４月、

５月の取り扱いはどのように考えているのかお

伺いしたいと思います。

○高屋医療薬務課長 この条例の施行は４月１

日にさかのぼって実施するということですので、

４月から該当者には貸与していきたいと思って

います。

○緒嶋委員 月15万円という金は、医師の所得

としてカウントされるわけですか。形としては

どうなるわけですか。

○高屋医療薬務課長 貸与という形ですけれど

も、義務を果たして免除ということになれば、

所得になるということです。

○緒嶋委員 免除となった場合の所得の時期は

どういうふうにカウントされますか。所得とし

てカウントされるタイミングです。

○高屋医療薬務課長 調べて、後ほど回答いた

します。

○権藤委員長 ２号、６号についてほかにあり

ませんか。

それでは、報告事項についてお願いいたしま

す。

○髙橋委員 指定管理者制度の第二期指定につ

いてお聞きしますが、基準価格は、ざっくばら

んに言えば委託料のことですよね。それで、前

回というのは第一期の金額で、今回というのは、

次年度以降の今回ということで理解すればいい

と思うんです。先ほど説明があったと思います

が、もうちょっと根拠をしっかり示していただ

きたいと思います。

○畝原福祉保健課長 今の期がことしで終了し

ます。ことしで３年目ですが、過去２年で実績

がほぼ固まっておりますので、どの程度の経費

が必要かというのはわかってきておりますし、

今、運用としては適正になされているというこ

とから、今かかっている経費がほぼ基準価格だ

ろうと思っております。施設ごとに違いがあり

ますが、第一期の基準価格と比べたときに、若

干低くなって、数百万程度の減額という形にな

っております。これは基本的には実績をベース

に算定をいたしております。

○髙橋委員 前回のが基準価格だろうという御

答弁がありましたが、減額するわけだから、な

ぜ減額なのかというところをお示しいただきた

いと思います。

○畝原福祉保健課長 これも施設ごとで違いま

すけれども、例えば修繕とか経費そのものがほ

ぼ固まってきておりますし、通常これぐらいの

修繕費があれば大丈夫だろうとか、人件費等に

ついても、それぞれ必要な施設に必要な人員が

配置されておりまして、過不足ない状態だと思
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っておりますので、人件費等々を見比べたとき

に、今の基準額と比較して算定したところでご

ざいます。

○権藤委員長 福祉保健課長に申し上げますが、

試算したデータがあれば、何に幾らぐらいとい

うのがわかるほうがわかりやすいので、お願い

します。

○畝原福祉保健課長 それでは、まず福祉保健

課の分を御説明いたします。委員会資料の13ペ

ージから14ページにかけてでございます。13ペ

ージをまずごらんいただきたいと思います。真

ん中に（３）として指定管理の委託料という欄

がございますが、19年度が4,799万9,000円を委

託料として算定しております。これをベースに

現在の運用状況等を見比べて算出しております

が、その結果として、14ページに、実際の契約

金額は低うございますけれども、基準額が年額

で5,424万円としておりまして、当初の基準額と

比べて若干低目に設定しておりますが、実際の

運用はこれ以下で、前回の契約時点では契約を

なされております。それぞれの算定につきまし

ては、資料としては載せていないんですが、人

件費が幾ら、修繕費が幾ら、それらを積み上げ

た額を算定しております。

○髙橋委員 説明はよくわかるんです。基準額

というのはあくまでも基準であって、指定管理

を申し込む人たちはこれを目安にして低く申し

込まれると思うんです。だから、前回の19年度

は4,700万ですか、そういう金額になっていると

思うんです。

私が申し上げたいことは、基準額が目安にな

るわけだから、指定管理者になるために、より

低い金額で申し込まれたほうが有利ですよね。

点数がつきますよね。私が心配するのは、人件

費なんです。今まで指定を受けていたところが

また申し込まれます。その人たちの賃金の上昇

があってしかるべきだと思うんです。そういう

ところもチェックすべきだと思います。説明で

障がい者雇用とか育児休業とかもおっしゃいま

したが、そういうところも十分加味した上でや

っていかないと、こういう御時世で、安ければ

いいということで、人が大事に扱われないとい

う社会になっていると思います。社会福祉関係

は適正に運営されているというふうに報告があ

ったとおりだと思うんですが、ほかの部署では

いろいろ苦情を聞きました。御存じないかもし

れませんが、最低賃金違反で労基署に訴えられ

た指定管理者があるんです。私も相談を受けま

して、これは表に出ない部分で非常に困ってい

るところであります。いろんな面を総合してい

ただいて、十分検討した上でこのことは進めて

いただきたいし、具体的に提示された段階でま

た御質問していきたいと思います。

○権藤委員長 この趣旨説明については、試算

しておりますと書いてありますよね。私どもが

２年前に委託するときには、大体こういう原価

計算になりますよということで契約しますとい

うことがあったんですが、試算した結果という

のは出せるのか、差しさわりがあるのか。そこ

ら辺の見解を、この委員会として聞きたいんで

すが。

○畝原福祉保健課長 第一期目のときは、初め

ての制度ということもございまして、指定に向

けての考え方なり基準価格をお示ししたところ

でございます。今回は既に３年の実績があり、

前回の価格があるということで、それをベース

に算定したということでございまして、具体的

にはお示しをしておりません。

○権藤委員長 出さない、出せない。

○畝原福祉保健課長 応募してくる方々がそれ
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をベースに算定されるということもありますの

で、出さないほうが適当かと思っております。

○髙橋委員 文言の確認ですけど、後期高齢者

医療制度、これは保険じゃないらしいんです。

保険であれば「国民健康保険」というふうに名

前がつくものなんですけど、「後期高齢者医療制

度」で、保険という文言が使われていないでし

ょう。これは支え合う制度じゃないということ

で、官僚もよう使わんかったという話を聞いた

ことがあるんです。それで、保険というのは、

全然恩恵を受けない人、恩恵を受ける人で成り

立つものですよね。例えば、火災保険で火事が

起こったら大変なことですから、火事が起こら

ないから保険というのは成り立つわけであって、

健康な人とそうでない人が集まって保険をつく

る、これが保険の基本的な制度だと思うんです。

だからこれは医療保険制度になっていないとい

うことを聞いたんですが、以下で、被保険者証

とか保険料という言い方しているじゃないです

か。ただ文言の整理のために聞いてみました。

○江口国保・援護課長 この制度を使うか使わ

ないかになりますと、保険料としての１割負担

の分を、それぞれ所得に見合った形で出してい

ただくということでございますので、使われな

い方も含めて支えていただく制度でございます

から、そういう意味では保険という性格だと理

解をしております。それで、資料の中にも保険

料とし、保険証を各自１枚ずつという形で記載

したということでございます。

○髙橋委員 公費の支援金が入っているから保

険という言い方をされてもいいとおっしゃるん

でしょう。しかし、リスクの高い人ばかり集め

てつくった医療制度だから、「保険」という文言

をつけなかったんだということを聞いたことが

あるんです。だから申し上げたんです。これが

国の流れで、被保険者証とか保険料とか使って

いるということで、理解したいと思います。

41ページ、最後の障がい者工賃倍増５か年計

画ですけど、これが打ち出されたときに、どん

なふうにして倍増されるのか。計画はつくろう

と思えばつくれると思います。目標達成のため

の具体的な取り組みで、「計画の策定・実施が円

滑に進むよう、必要な支援を行う」ということ

で県の役割があるんですけど、計画策定、具体

的にどのように県が支援することによって工賃

が倍増できるのかイメージがわかないものです

から、もうちょっと詳しく説明ください。

○村岡障害福祉課長 御質問の趣旨は、具体的

な形はどうなのかということだと思いますが、

全国的に工賃倍増計画については策定しないと

いけないということで、20年度、事業所が工賃

向上計画の策定を行います。それに向けて私た

ちのほうは19年度に委員会を設けまして、その

委員会に専門家の方々、経済的なノウハウを持

っている方、全国的に有名な方などに入ってい

ただき、宮崎県の工賃向上計画はどうあるべき

かということを検討していただきまして、その

中で、宮崎県の場合には、福祉的な就労という

意味で福祉の範疇から出ないということではな

くて、もっと経済感覚を持って、売れるもの、

そしていいものをつくろうと。それから、経営

するためにはどういったふうに利潤を生み出し

ていけばいいのか、そのためにはどういう仕組

みをつくっていけばいいのか、そういった意識

改革を含めた研修会をやらなければいけないだ

ろうということ。

それから、委員会のメンバーも含めた支援チ

ームをつくりまして、各事業所で計画をつくる

ときに、その支援チームが出向いていき、そこ

を支援していくという形もとります。そういっ
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た中で、自分たちではわからないことについて

も具体的にノウハウを提供できるということ。

県北、県西、県中の３地区にそれぞれメンバー

がいますので、その方々が助言しながら進めて

いくという形でやっていきたいと思っています。

そういった意味では、今までの福祉的な就労

から一歩踏み出して、工賃を向上させるための

ノウハウをどうつくっていくのかということを

一緒に取り組んでいこう、そのために県は、専

門家集団の派遣とか、販路拡大のための取り組

みについても共同して取り組むという形をとり

たいと思っています。

○髙橋委員 説明はよくわかりますが、もっと

突っ込んで言うなら、技術的に、専門家が現場

に行って障がい者の方々に直接指導をいただけ

る。いいものを数多くつくれば、当然売り上げ

が伸びるわけですから収入がふえますので、そ

ういうことを支援していくという理解をすれば

いいんでしょうか。

○村岡障害福祉課長 そのとおりであります。

専門家の方、中小企業診断士とか商工会の方、

アドバイザーの方が現場に行き、その事業所が

持っている課題や問題点を一緒に協議して、こ

ういった形でいいんじゃないかということで、

販路開拓や商品開発の関係とか、どんなところ

にポイントを置けばいいかということで、事業

所ごとの問題点と課題を整理して、そこを具体

的に展開するという形をとっていくと思います。

○髙橋委員 そういう意味ではモデル事業が非

常に大事になってくると思いますが、３カ所の

選定は進んでいるんでしょうか。

○村岡福祉保健課長 ３カ所の選定は済んでお

ります。県北、県西、県中それぞれ１カ所ずつ、

それから障がい種別も、母体が知的のところ、

身体のところ、精神のところということで入っ

ていますので、バランスよくそれができる形に

なります。

○髙橋委員 差し支えなければ、事業所名を教

えてください。

○村岡障害福祉課長 事業所名は、中央地区の

ほうがやじろべえという身体障がい者の施設に

なります。それから県北のほうが、精神障がい

をベースにしたカンナ工房というところになり

ます。県西のほうが知的のＯＨＡＮＡというと

ころになります。いずれもＢ型事業所で取り組

みます。

○横田委員 倍増計画のことでお伺いしたいん

ですけど、工賃の状況で5,000円以下から２万円

以上ということで、非常に幅があるなと思って

見たんですけど、この幅が出る要因というのは、

例えば理事長を初めとした職員の意識の差か、

障がい者の障がいの度合いの差なのか、どこら

あたりからこういう差は出てくるんでしょうか。

○村岡障害福祉課長 そのあたりはかなり細か

くなるんですけど、基本的には、今言われまし

たように理事長さんたちの就労に向けての意識

がどうあるかということです。そこが大きなポ

イントになると思います。ですから、理事長さ

ん、職員が、今までのやり方じゃなくて、障が

い者の工賃を向上するためにはどうしたらいい

かという取り組みをやってほしいということで、

研修会とかシンポジウムで先進的な例を具体的

に説明して、どうやるかということを示しなが

らやっています。そういうことがきっかけにな

ると思います。

○横田委員 生産活動の実態というところで、

農業関係とか木工、清掃・美化等、いろんな事

業をされているようですけど、事業によっても

相当な収入の差というのがあるんでしょうか。

○村岡障害福祉課長 事業によって中身が大分
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違うと思います。例えば企業からの下請で部品

を加工するとかいったものは工賃がやや低い状

態が出ると思います。ところが、お弁当関係で

うまくいっているものについては工賃が上がっ

てくるとか、パンの販売がうまくいっている場

合については工賃が上がるということがありま

すので、内容によって工賃に差が出てきている

と思います。ですから、収益性を求める形の取

り組みが必要かとは思っています。

○横田委員 多分そうだろうと思ったんですけ

ど、この中で取り組むための課題ということで、

「マンパワーが不足している」とか「現在の作

業で手いっぱいの状況にあり、リスクを考える

と取り組めない」と書いてありますけど、ここ

らあたりに対しての県の手助けはどんなふうに

考えておられますか。

○村岡障害福祉課長 Ｂ型事業所ということで

すので、障がい程度が重い方から軽い方までい

らっしゃる。それから、知的にも中程度から重

い方もいらっしゃるということで、障がい程度

がそれぞれ違っていますので、事業所によって

はその障がいの程度によって中身が変わります。

それぞれ事業所が持っている課題が違いますの

で、それに対しての必要な支援をしないといけ

ないだろうと思います。Ｂ型については、福祉

的就労ということで、一般労働にはなじまない

重たい方が対象になりますから、そこは軸足を

持っていないといけない。ところが、一般就労

とかＡ型などではもちろん就労に向けて進みま

すので、そういったところの差が出てくると思

います。そこは障がい者の程度を考えながらや

っていきたいと考えております。

○横田委員 私も時々こういう施設に行かせて

もらっているんですけど、そこに入所して作業

しておられる方は本当に一生懸命されています。

また、いろんなイベントのときにつくったもの

を売る場合、職員も一生懸命頑張って売ってお

られる姿を見ているんです。何とか少しでも工

賃がふえるように持っていけたらいいなと考え

ておりますので、ぜひぜひそういう方向になる

ように御指導と御努力いただきたいと思います。

○髙橋委員 たまたまこの５か年計画の黄色い

冊子を見てましたら、最後のほうに、障がい者

工賃倍増計画策定委員会の委員名簿に、カンナ

工房施設長、ＯＨＡＮＡ施設長、やじろべえ施

設長とあるんですけど、モデルを受けるところ

がなくてどうしても頼み込んだとか、そういう

経緯があるのか。たまたまなんでしょうけれど

も、選定の経緯を簡単でもいいですから説明い

ただくといいんですが。

○村岡障害福祉課長 これは全事業所のＢ型か

ら授産施設に募集をかけました。その中で応募

がなかなかないということもありました。ただ、

実際は４カ所ありまして、その中の３カ所を選

定したという格好になります。事業内容とか意

識性が高いということで選定しました。

○徳重委員 同じく工賃の問題についてお尋ね

しますが、5,000円以下、5,001円から１万円、

１万１円から１万5,000円とそれぞれあります

が、１万5,000円以下が７割を占めているという

ことですね。障がい者の方がほとんどです。か

なりの障がいのある方ということになるわけで

すので、親が職場まで送り迎えするというケー

ス、あるいは交通機関を使っていらっしゃる方

が多いと思うんです。そうすると、これだけで

はガソリン代もないというような話も聞くわけ

ですが、仕事の成果として工賃を上げるという

のは非常に厳しいかなという気がするわけです。

これに対する支援は今のところないわけですか。

○村岡障害福祉課長 支援についてはありませ
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ん。

○徳重委員 それと、施設で作業中の事故でけ

が等が発生したときは、ちゃんとした保険制度

には加入するという条件がついているんですか。

○村岡障害福祉課長 全施設、基本的には保険

に入るように指導しております。運営費は補助

が出ていますので、基本的には施設の運営につ

いては運営費で補助することになります。

○徳重委員 運営費については、一人一人につ

いての補助、あるいは一施設に対する補助なの

か。

○村岡障害福祉課長 これにつきましては日額

の形になりますので、定員に対して何人見えて

いるかということで、見えた方に対しての１人

当たり幾らということで単価が出てきます。

○徳重委員 １人当たりに対する補助ですか。

○村岡障害福祉課長 １人当たりの単価になり

ます。

○徳重委員 基本的には、定員が10人なら10人、

あるいは15人なら15人という形の中での運営費

補助という形になると理解していいですか。

○村岡障害福祉課長 少し違います。例えば定

員10名のときに、病気とかけがで２名見えなか

った場合は、８名に対しての日額になります。

ただし、救済としまして、自立支援法の特別事

業の中で、定員を上回っても補助できるという

形をとりますので、定員10名に対して12名来た

場合については、12名分を補助できる形になり

ます。そういった加算措置で運営の安定を図る

形をとっています。

○徳重委員 最後にしたいと思います。ちょっ

と過ぎるかもしれませんが、こんなことは実際

ないという前提ですけど、今の運営費補助の理

屈を生かさせてもらうと、実際はほとんど10名

しか来ないのに、定員15名の申請をすることも

あり得るのかなと。うがった考え方かもしれま

せんが、そういうことがあるならば、それはち

ょっとおかしいんじゃないかという感じがする

わけです。いろんな条件を聞いてみても、そう

いうケースもなきにしもあらずというのがある

ものですから。今おっしゃるように、10名の定

員なのに12名来ると、人数がふえたという形で12

名の運営費を出すのであれば、ちゃんとした実

数を把握する必要があるんじゃないか。と申し

ますのも、障がいのある方は、そのときの気分

で「きょうは行きたくない」という人がかなり

あるような感じがするんです。私は実際それを

見ているものですから。そうであれば、ちゃん

とした実数を把握しなければ、それはおかしい

んじゃないかという理屈になる。これはかわい

そうだなと、ガソリン代にも満たない、送り迎

えもできないような賃金しかないわけですけど、

運営費がそういうような形で出されて、経営者

がそのような形で使われるというのはいかがか

なと感じましたので、あえて申し上げておきた

いと思います。

○村岡障害福祉課長 今、委員が言われたとお

りです。実績払いになりますので、最初から、

指定事業者ということで指定を受けるときに条

件をつけますので、この前問題がありましたよ

うに、架空の積算をしたとか、問題があれば事

業所取り消しになりますので、そういうことが

ないように適切な指導はしていきたいと思いま

す。

○丸山委員 各財団の事業報告がされているん

ですが、看護財団と腎臓バンクの財団の職員は

どのような形になっているのかお伺いします。

○畝原福祉保健課長 まず、看護財団ですけれ

ども、事務局は、県立看護大学の事務局の職員

が事務局体制としてやっております。ただ、嘱
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託職員として専任の職員を１名雇用しておりま

す。

○相馬健康増進課長 腎臓バンクでございます

けれども、コーディネーターが１名と臨時の事

務職員が１名、計２名で、事務局としては、健

康増進課の職員も事務の補助をしておるところ

でございます。

○丸山委員 看護のほうから確認ですが、19億

円の有価証券というのは、もとは県費から出て

いると考えてよろしいでしょうか。

○畝原福祉保健課長 そのとおりでございます。

県の出資金です。

○丸山委員 18年度も同じような事業をやられ

ていると思うんですが、これに対する県として

の評価はどのように考えていらっしゃいますか。

○畝原福祉保健課長 当初の設立目的が県内の

看護、福祉への貢献ということから、19の事業

が実施されておりまして、当初の目的に沿った

形での運営がなされているというふうには思っ

ております。

○丸山委員 効果があらわれているかどうか。

費用対効果はどのように考えていらっしゃいま

すか。

○畝原福祉保健課長 効果をお示ししづらい面

がございますが、一つには、どちらかというと

学術的な研究が中心でした。先ほど御説明申し

上げましたが、最近では、介護予防の事業とか

子育ての支援とか、より地域に身近な事業への

活用もなされておりますので、こういう効果が

あったというのが言いづらいのが非常に申しわ

けないんですが、財団が本来の機能を果たして

いるかどうかというのは、役員会や事業の審査

会等々、部外者の方も入った形での審査等して

いただいておりますので、適正な運営効果は上

がっていると思っております。ただ、今言いま

したように、もう少し県民に見える形での活用

ということも考えていく必要があるというふう

には思っております。

○丸山委員 もう一つ、嘱託の１名の方はどの

ような方なんでしょうか。看護師の免許を持っ

ている方とか、どういった方が入っていらっし

ゃるんでしょうか。

○畝原福祉保健課長 簿記で経理をしておりま

すので、経理に詳しい方が入っていらっしゃい

ます。

○丸山委員 この財団は、課長が先ほど言われ

ましたとおり、何をやっているか県民にわかり

にくい、本当に有効に活用されているのか若干

見えづらいものですから、20年度も同じような

事業をやるのではないかと思いますので、19億

という大きな財産を県から出資していることを

考えると、看護のあり方が問われると思います

ので、しっかりと県のほうからもチェックをし

ていただくとありがたいと思います。

○髙橋委員 関連でお尋ねしますけど、この前

の一般質問でも、看護師の定着で、看護大卒は

４割でしたか、医師会立の学校の生徒は定着率

が高いということでありました。お聞きしたい

のは、事業概要で「看護、医療、介護等に携わ

る者及び県民に」云々と、学会の育成とか公開

講座の開催等を行ったということで、この恩恵

を受けるのはどういった方々になるんでしょう

か。看護職にある方すべてと理解をすべきでし

ょうか。

○畝原福祉保健課長 財団の事業の恩恵という

理解でよろしいでしょうか。看護の関係の方は

もちろんですけれども、先ほど申し上げました

ように、子育て中の方々に対する子育ての支援

とか、地域で在宅で介護されている方々の介護

方法論とか、そういうふうなことを考えますと、
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必ずしも看護師だけではないと思っております

が、先ほど申し上げましたように、限られた方

が恩恵をこうむっているということは否めない

と思いますので、より広い活用の仕方を検討し

ていく必要があるだろうし、これまでも、財団

といいますか看護大学のほうにはそういう指導

はしてきているところでございます。

○髙橋委員 ということは、南那珂医師会立の

卒業生の看護師さんたちのこの事業に対するか

かわり方というのは、余りないと理解したほう

がいいんですか。

○畝原福祉保健課長 具体的な案件、どうかと

いうのは私も承知はしていないんですが、例え

ば看護大学の先生方が地域の看護をどうするか

ということでプランニングした場合に、現場で

看護されている看護師さん方も入っての研究は

なされていると思います。具体的にこの事業が

こうですと即答できないのが申しわけないんで

すが、必ずしも看護大学の関係職員に限ってと

いうことではないと思います。

○髙橋委員 おっしゃる意味はよくわかります。

私が心配するのは、私も今説明を聞きながら頭

にイメージしたものだから申し上げたんですけ

ど、こういう組織があって、公開講座とか学会

の育成とかあるものですから、そこに参加がで

きやすいような組織であるべきですよね。さっ

きからありますように19億の県費をつぎ込んで

いるわけで、一方、南那珂医師会は、もっと補

助金くれよということも言っていらっしゃいま

す。そういうバランスを考えながら、行政とし

ていろんな啓発の仕方をお願いしたいと思うん

です。

○畝原福祉保健課長 県の看護協会のほうとは、

例えば事業選択の委員にもなっていただいてい

ますし、団体のほうとしては連携をしていると

思っておりますが、今御指摘のとおり、十分か

と言われると、そこら辺ももちろんあると思い

ますので、いろんな機会を通じて、看護大学と

一緒に活用法を考えていく必要があると思って

おります。

○緒嶋委員 宮崎県の青少年自然の家関係が18

年度から指定管理者制度になって、17年度と比

べて物すごく―17年度までは県職の皆さんが

運営しておったわけですね。

○畝原福祉保健課長 指定管理者制度が始まる

までは、３つ青少年自然の家がありましたが、

青島にあるのは青少年研修協会という財団、む

かばきと御池は県教育委員会の直轄でやってお

ります。

○緒嶋委員 30ページの数字を見ると、18年

度、19年度の研修延べ人数、利用団体はすべて17

年度よりふえておるわけですよね。17年度は利

用者は少なかった。しかし、一番下の欄では、17

年度は収入は多いわけですよね。これは指定管

理者になったことのメリットが出ておるわけで

すが、これまでは県職員の働きが悪かったとい

うことですか。金は要って利用者が少なかった

ということは、どういうことですか。

○舟田こども家庭課長 17年度の利用料金収入

は、先ほど福祉保健課長が申し上げました、県

直営と知事部局でやっておりました。実際の使

用料金収入そのままが上がっております。そし

て18年度と19年度の利用料金収入につきまして

は、実際の利用料金収入から一部を引いたもの

をここに上げておりまして、指定管理者と基本

協定を結びましてこのような金額を上げており

ます。実際、研修延べ人数につきましては、17

年度と比べますと全体で1.32倍上がっておりま

す。これは、以前は週１回休館日がございまし

た。指定管理者になりまして年中無休といった
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サービスの向上が図られたことによりまして利

用者数がふえたと。決して以前の職員の働きが

悪かったということではございませんで、いろ

んなサービスの向上が図られたことによる利用

者数の増加とか、そのほかのもろもろの要因が

ございましてふえている状況でございます。

○緒嶋委員 そういう立場で言われるのはわか

るけど、これだけ利用者数が多くて、県の持ち

出しは逆に減ったわけですね。そういうことで

指定管理者のメリットというか努力もあらわれ

ておるから、こういう形はいいことだと思うん

ですけれども、これだけ差が開き過ぎると、公

務員は何しよったかということにもなるわけで

す、ある意味では。こういうことで、「官から民」

という考え方の一つの流れも当然出てくるわけ

でありますので、本当は、官から民にかわって

も余り変わらんで、官も頑張っておったという

ことであれば、指定管理者にしなくてもよかっ

たと思いますが、こういう数字が出れば、これ

は何だったのかなという気がせんでもないもの

だからですね。

○舟田こども家庭課長 緒嶋委員がおっしゃい

ましたように、指定管理者の民間活力に移行し

たことによる最大の効果が発揮されたものとい

うふうには感じているところでございます。

○緒嶋委員 「長寿医療制度（後期高齢者医療

制度）」と括弧書きでありますが、県としてはど

ちらが正しいわけですか。

○江口国保・援護課長 当初、「後期高齢者医療

制度」ということで国のほうから言ってきたわ

けですが、その後、総理のほうからそういうふ

うな形でということでありまして、厚労省から、

現在は「長寿医療制度」という名前をできるだ

け使うようにという指導がなされております。

○緒嶋委員 これは、いろいろな人が改善、軽

減措置をしなきゃいかんとかいろいろ出てくる

んですけど、市町村からの要望は―今、保険

料の徴収は年金からということで、市町村の手

を煩わさない、特別徴収がふえるということで

かなと思うんですが、市町村からの相談とか苦

情は上がってきていないんですか。

○江口国保・援護課長 今、緒嶋委員のほうか

らも言われましたように、特に天引きの問題と

か話題になりました場合に、市町村としては徴

収率の問題があります。保険料を支払っていた

だかないと財源的に厳しい状況になってしまい

ますので、そういう意味では、できたら年金か

らの天引きという制度も残してほしいというお

気持ちが強いようには聞いております。あとは、

自分たちが一緒につくった連合のやられている

運用財政状況でございますので、その辺をうま

く協力してやろうという意気込みで市町村はや

られていると理解しております。

○西村委員 今の後期高齢者医療制度で、批判

があるところの「姥捨山」というような悪い言

われ方をしているんですが、この前の議会でも

福祉保健部長が答弁の中で、負担増になったの

は、今まで一緒にされていた方が負担増になっ

ているケースが多いという話をされました。こ

の前の視察のときも、高額の施設に入れる場合

は、世帯から戸籍を抜いたほうがその人たちの

ためになっているというか、施設側も配慮され

て、助け合いの精神を非常に感じたところなん

ですが、そういう細かなデータは各地域で取り

上げているのか。

特に、この制度が始まったときに、椎葉と西

米良だけは今のところは負担額が安いんです。

今後４年間かけてほかと一緒に持っていくとい

うことですが、あの方々がなぜ安かったかとい

うのは、御承知のとおり、近くに病院がなかっ
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たという非常にかわいそうな背景もあるわけで、

今後は、病院に行けないわ、負担が上がるわと

いうことになると、非常に心配する面が多いも

のですから、地域の声が反映できるかどうかと

いうことは、現場ではどういう考えを持ってい

ますか。

○江口国保・援護課長 まず、最初の御質問の

実態の把握でございますが、個別の試算はやっ

たことはございますが、正式にやられましたの

が、先月、市町村の平成19年度の国保税と20年

度の後期高齢者医療制度の保険料、これは国が12

モデルにつきまして比較するようにということ

で求められ、本県の場合は30市町村ございます

ので、12掛ける30の360ケースをまとめて報告い

たしております。全体でいきますと、その中で

は78.9％減少、ただし、これはあくまでも厚労

省が示したそれぞれのケースの比較ということ

でございますので、お一人お一人ということに

なると、個別に市町村のほうに御相談いただか

ないと、私どものほうとしてはお答えしづらい

と考えております。

２番目の、住民の方の御意見、マスコミ等も

含めましていろんな御意見はお聞きしておりま

す。いろんな団体からも５件ほどこの委員会に

も請願が上がってきておりますが、それ以外に

も陳情等あっております。県のほうに上がって

きた分については、県に検討すべき部分があれ

ば検討したいと思っておりますが、最終的には

国政の中で議論いただく部分だと思いますので、

できるだけ厚労省への情報提供はいたしまして、

その辺の協力をしていきたいと考えております。

○西村委員 確かに課長が言われるように、厚

労省のデータで言えば、県内のほとんどの市町

村では平均的に安くなっているというような話

ばかり先行していますが、みんなが安くなって

いれば、これだけ不平不満は出るわけがないわ

けですから、我々も県内を駆けめぐって生の声

を拾っていきたいと思いますし、ぜひ地域の声

を吸い上げていただけるようにお願いしたいと

思います。

○前屋敷委員 私も後期高齢者に関連してです

けど、今、御発言もありましたが、実際、この

制度にかかわってどうなったかという生の声を、

市町村任せではなくて、県も十分につかむ努力

もしてほしいし、その声も生かしていただきた

いというのがあるんです。

今度、安くなると厚労省は言いますけど、実

際やってみると、資産のある世帯は結構安くな

るんですけど、ない世帯はほとんど全自治体に

わたって負担がふえているという、私どもで試

算した結果を持っているものですから、その辺

の負担の割合が非常に大変な状況になっていて、

政府もそういうことの中から一部手直しをする

ということで、きょう御説明もありましたけど、

その手直しも当面20年に限ってというようなこ

とだものですから、その点でかえって煩雑にな

る部分もあるし、21年以降の対策も出されては

いるんですけれども、そういった点でまだまだ

対策そのものも不十分です。それから、委員会

資料の37ページの一番下に、「都道府県の関与の

あり方について検討する」という項目もあるん

ですが、この辺のところは具体的には全然わか

っていないんですか。

○江口国保・援護課長 前屋敷委員のおっしゃ

るとおり、いろんな御意見があって、いろんな

部分があります。一応自民党・与党のほうでは、

先ほど御説明したような軽減対策をやるという

ことで、21年度以降の対策。あとは、本年度途

中まで来ているものですから、当面の対策とい

うことで、20年度にはこういうことも考えてい
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るという方向が出ております。

それで、今後の検討課題のところで、今、委

員言われましたように、関与のあり方、県がど

ういうふうにかかわるか。この辺が、連合をつ

くってやらせればいいということではなくて、

県の立場もありますので、うまくリンクさせる

ような方法、今のところは補助等資金面の援助

はいたしますが、制度的には派遣職員も１人も

おりません。市町村のほうで職員を出してもら

ってやっていただいているという連合の実態で

ありますし、徴収のほうはそれぞれ市町村でや

っていただくという形になっておりますので、

県としては宙ぶらりんと言えば宙ぶらりんかな

と思っております。また、厚労省も含めた国の

ほうの動きを十分にらみながら、御指導にも沿

った形で努力してまいりたいと考えております。

○前屋敷委員 政府が手直しをせざるを得ない

制度になっているということは明らかになった

んですけど、手直しだけではだめと。理念その

ものは変わっていないわけだから、やはりその

あたりのところが問題かなと。高齢者の尊厳そ

のものも奪うというような理念になっています

ので、そのあたりの国民的な論議がまだ必要か

なというふうに思っているところです。

○緒嶋委員 腎バンクですけれども、同じ報告

書が、59ページは単位が千円、61ページは単位

が円、これは統一したほうがいいんじゃないで

すか。片一方は千円単位、片一方は円単位で書

いてある。何で千円と円に分けてあるのか。

○相馬健康増進課長 非常に微少な予算なもの

ですから、詳しく円までつけましたけれども、

おっしゃるとおり、同じ形で今後統一してまい

りたいと思います。

○緒嶋委員 それと、平成19年度登録者は２名

ですよね。これは重要な仕事であるわけですが、

人件費は何百万も要るわけです。７～８割は人

件費。そしていつも基金を食いつぶしよるわけ

です。このような制度はもうちょっと何とかな

らんのか。実績は上がらんけど金は要るという

制度になっておるわけですが、この仕組みはこ

のまま行かざるを得んわけですか。

○相馬健康増進課長 腎バンクの予算は600万ち

ょっとですけれども、ほとんどコーディネータ

ーと事務職員の人件費に費やしているところで

ございます。600万の効果という面で、効果がな

かったのではという御質問かと思いますけれど

も、腎バンク設立以来、県内の患者さんで移植

した方が９名ほどおられます。人工透析される

方はお一人年間500～600万円の医療費を費やさ

れていますが、一たん移植をした後は一生涯そ

ういった経費が要らなくなりますので、腎移植

お一人だけでも何千万の効果があろうかと思っ

ております。また、医療面だけでなくて、その

後、週３日人工透析に通う必要がなくなるわけ

で、患者さんのＱＯＬも非常に高まるという面

では、600万の予算の支出はそれなりの効果は上

げているのではないかと思っているところでご

ざいます。

○緒嶋委員 重要なことだろうと思うんですけ

れども、問題は、年間に登録者が２名ぐらいし

かいないようなことであれば、ＰＲが徹底した

のかどうかなという気もしますので、これをな

くすというのじゃなくて、効率よい運営ができ

ないのか。目的は目的として当然のことであり

ますが、このありようを検討する必要があるん

じゃないかという気がするわけです。

○相馬健康増進課長 希望者が19年度お二人だ

ったということですけれども、毎年、人工透析

をされている方を集めまして説明会等を開催し

ているところでございます。まだ死体腎移植の
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件数は少ないということで、登録をしても自分

に順番が回ってくる確率が少ないといったこと

で、登録を希望される方が少ないのかなと思っ

ております。そういう面でも、死体腎移植の提

供がふえることが、登録者の増加にもつながる

ことと考えておりますので、今後とも死体腎移

植の提供の増加を、臓器移植意思表示カードの

普及等を通じて進めてまいりたいと思っており

ます。

○宮脇福祉保健部次長 先ほど緒嶋委員から御

指摘のありました金額の統一の関係ですが、こ

れを見てみますと、すべての財団について同じ

ようになっておりますので、先ほど健康増進課

長が統一しますと即答しましたけれども、ほか

の関係もございますので、検討させていただき

たいと思います。

○山下副委員長 腎臓バンクのことで関連でお

伺いしますが、あっせんによる腎臓の提供が２

例あって手術が行われただろうと思うんですが、

これは年齢的には何歳ぐらいの人か、成功した

のかしていないのかお伺いします。

○相馬健康増進課長 年齢については把握して

おりませんけれども、お二人の方から４つの腎

臓の提供がございまして、４つの腎臓を提供さ

れた方につきましては、術後の経過は非常に良

好だと聞いております。

○山下副委員長 県内の人ですか。

○相馬健康増進課長 腎臓の提供があった場合

に、九州ブロックの中で優先順位がつけられま

す。ＨＬＡで適合の高い人が優先順位が高いと

か、県内の場合には、県内のかさあげの点数が

あるんですけれども、そういったことで九州ブ

ロックに登録されている方の中でマッチングし

ていきますので、今回、残念ながら４名の方に

つきましては県内の方に当たらないで、県外の

方に移植がされたという状況です。ただ逆に、

県外で提供があったものが宮崎県内に来る場合

もございますので、それはお互いさまかと思っ

ているところでございます。

○山下副委員長 ここに載っているのは、19年

度希望する人が２名ですよね。欲しいという人

が。登録されている人が新たに２名ということ

で、合計57名ですよね。臓器提供者、登録され

ている人がおられるだろうと思うんですが、県

内にはどれほどおられますか。

○相馬健康増進課長 以前は臓器移植の登録と

いう制度がありましたが、現在は意思表示カー

ドというものをお配りして、それを持っている

方がもしそういう状況になったときに家族が申

し出るとか、家族が、「この人がこういった意思

表示をしていました」ということを病院側に伝

えるという形でございまして、現在、提供を希

望される方が何人という把握はできていない状

況でございます。

○山下副委員長 ロータリークラブとかライオ

ンズクラブという団体があるんですけれども、

必ずそういうときには献眼するんだよとか、登

録制度がいろいろあると思うんですが、その辺

の把握はされておられないんですか。ドナー提

供ですよね。

○相馬健康増進課長 意思表示カードというの

は、自分は脳死になった場合にはこれとこれの

臓器を提供しますとか、心臓死の場合に腎臓を

提供しますというのを書いてもらうんですけれ

ども、意思表示カードは、平成19年は県内で５

万9,036枚配布をしているところでございます。

○山下副委員長 実際の数字はつかんでおられ

ないということですか。

○相馬健康増進課長 先ほど申しましたように、

現在は登録制度ということになっておりません
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ので、実際、提供してもいいよという方が何人

おられるかという把握はできていないところで

ございます。

○丸山委員 報告事項ということで言葉だけで

あったんですが、４つの保健所が採血管ホルダ

ーを使い回しといいますか、消毒して使ってい

たということですが、他の医療機関、県以外、

外郭団体、私立も含めて、そのようなことはど

の辺まで調査をされたのか。されていればお伺

いしたいと思います。

○高屋医療薬務課長 民間の医療機関につきま

しては、感染のリスクが非常に低いということ

で、厚労省のほうにも相談はしたんですけれど

も、現時点では調査を実施する考えはないとい

うことでございますので、本県の場合にも民間

の医療機関については調査することは考えてお

りません。しかしながら、再使用の事例があっ

たということでございますので、それにつきま

しては再使用はしないようにということで通知

を出したところでございます。

○丸山委員 今のは厚労省からの指導だと思う

んですが、それは全国民に対して適正な判断と

は思わないんです。公の施設だから公表したと

いうのはおかしい気がします。このホルダーも、

私自身は、消毒すればそんなに危険じゃないも

のだと認識しています。通知のあり方も、メー

カーに通知しただけとか、本当にあいまいなや

り方をしている。これは病院局のときにも意見

が出たんですが、厚労省に、しっかりした対応

をしてほしいということを県を通じて言ってい

ただくことはできないのか、お伺いします。

○高屋医療薬務課長 調査につきましては、現

時点では、感染のリスクが非常に低いというこ

ともあって実施はしておりませんけれども、こ

れにつきましては全国的な問題にもなっており

ますので、厚労省のほうには実施するべきでは

ないかという旨は伝えたいと思っております。

○丸山委員 いずれにしましても、県民の不安

を解消するために最善の努力をお願いしたいと

思います。

○権藤委員長 ほかありませんか。

41ページの工賃倍増５か年計画ですが、支援

のＢ型事業所の場合に、１つは、国から１人当

たり幾らという助成があるのであれば、その金

額等はどうなっているのか。あるないも含めて

お伺いします。

それから、事業所が加工の作業を障がい者に

してもらうという場合には、民間ベースとの事

業所との契約等伴うものなのかどうか。

それから、５か年計画をつくるのが障害福祉

課長のところの役割ではあるんだけれども、５

カ年で倍にしようとすれば、それをどんなふう

に上げていくかということは、先ほどの形態を

聞かせていただかんとわからんのですが、契約

等が、加工して納めるとか、どんなふうになる

のか、そのあたりを現状認識から御説明いただ

ければ。

○村岡障害福祉課長 就労の体系につきまして

は、現在の体系は就労移行支援といいまして、

一般就労に向けての体系をつくる形、企業等に

就職したら、そこで普通の工賃をもらって働く

場合。それからＡ型といいまして、最低賃金が

適用される事業所で、工賃が10万円を超える形

があります。残る部分が、今言われています福

祉的就労という形で、授産施設とか、就労Ｂ型

が該当するかと思います。就労Ｂ型については

事業所の指定がありますので、その指定に従っ

て国のほうから補助金が出ます。それに対して

国、県、市町村で運営の部分については補助を

するという形をとります。
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それだったら今までと変わりませんので、そ

れでは工賃の向上にはつながらないということ

で、今までのように福祉的な就労で、体が弱い

からこのくらいでいいじゃないかということで

はなくて、中には働きたいという方もいらっし

ゃるし、もうちょっと工賃を上げたいという方

もいらっしゃいますので、そういった希望を参

考にしながら、販路の拡大―今までは店頭販

売はしなかったけど、どこかのお店と契約して

空き店舗を利用して店を構えて販売する。そこ

に障がい者の方が研修を兼ねて販売員の実習を

するとか、いろいろな工夫が出てくると思いま

すので、そういったこともしないといけない。

それから、企業のほうは売れる製品をつくら

ないといけない。そのときに企画力とか販売力、

開発力という問題がありますから、それは福祉

事業所だけでは無理だろうということで、ノウ

ハウを教えていただこうということで、中小企

業とか商工会議所の指導員、中小企業診断士な

どで、どういったことをすればいいかというこ

とを教えてもらいながら開発していこうという

ことで、取り組みが始まっているところです。

中には、その地域のお菓子屋さんからノウハ

ウを提供していただきまして、それに付加価値

をつけて販売することによって伸びてくるとい

うケースもあります。ですから、福祉施設がつ

くったものだから買うという発想ではなくて、

いいものはどこでも買ってもらえると、そうい

ったブランド力もつけなきゃいけない。そうい

った取り組みもこれからしないといけないだろ

うということで、今展開をしているところです。

それには福祉施設とかＢ型だけではだめですの

で、企業や民間の方も活用しながら一緒にやっ

ていこうということで取り組みます。それに伴

って障がい者の方も必要な訓練をする中で、ど

ういう形にすればいいか取り組んでもらおうと

いうことになります。

先般、実習で行ってもらいました清武町のジ

ョイステップの方々は、そういう意識づけを体

系的に移行支援のグループ、Ｂ型のグループに

分けてやっていますけど、皆さん目標を持って、

１週間のカリキュラムに基づいて取り組んでい

ます。その中に、今までなかった形、社会人と

してのマナーを学ぶとか、あいさつができると

いうことも大事な要素になりますので、そうい

うことも含めてやろうということで、大きな転

換期になっていると思っています。

○権藤委員長 一つは、先ほどの御説明で、き

ょうは８人だった、きょうは12人だった、これ

は１日当たり幾らというお金が助成されるんで

すか。

もう一つは、助成を受けて工賃を払ってあげ

る、そういう中に財務諸表というかバランス表

が出てきますよね。そういうものは障害福祉課

長のところに、社団法人などから報告が来て、

チェックという言葉は余りよくないけど、一応

見ておられるという現状なんですか。

○村岡障害福祉課長 そのとおりであります。

基準につきましては１日当たり幾らと決まって

いまして、何人見えたかによって毎月分が出て

きて、それを実績で申請されて、それに対して

支払うという形をとりますので、それで決まっ

ています。

ただ、この前も話しましたように、安定運用

のためには、10人定員なのに、いつも６人とか

７人だと大変な状況もあります。中にはふえる

ということもありますので、定員を超えても15

～20％まではいいですよということで、少し余

裕を持たせる形にもしますし、加算もつける形

もとっております。
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それから、事業所指定ですから、私たちは指

導ということもあります。年間１回は必ず事業

所を集めて、運営関係の指導、積算方法、申請

方法、運営に対してどういう形で取り組んでい

くかということを説明しながら、経営状況も把

握するという取り組みはしています。

○権藤委員長 ５か年計画をつくって５年間で

倍にするということで、ノウハウを高めて赤字

が出ないように頑張ってもらうというのが一つ

あると思うんです。障がい者や経営者の努力に

よってスムーズに回るということが一番かもし

れませんが、５年間の計画が理想に100％近づい

ていくためには、補助金の助成額もあるかもし

れませんし、10人おればかなりな金額ずつふえ

ていくわけです。月に１万1,000円ずつ上がれば

ですね、一遍には上がらんにしても。そういう

ものが事業体として永続していくためには、社

会が理解して、受注する工場、納入する先とが

それを最低の必要経費だということで是認して

もらえば、５年間の計画がスムーズにいくと思

います。しかし、実際の経済社会ではそんなふ

うにうまくいかないんじゃないかという危惧も

ありますから、できれば、これが実現可能な土

壌づくりの条件みたいなものも皆さんで上げて

いただいたり、地ならしをしていただくことを

要望して、つくった計画が実現できるようにお

願いします。

○村岡障害福祉課長 委員長が言われるとおり

だと思います。これから支援チームをつくりま

すので、その中でそういったことも含めながら

ぜひ実現させていきたいと思っています。

○権藤委員長 それでは、その他の報告事項に

ついて何かありますか。

○横田委員 教えていただきたいんですけど、

市郡医師会病院などに対して県からの補助金と

か助成金というのは出ているんでしょうか。

○高屋医療薬務課長 市郡医師会病院が、救急

医療の業務に当たっては共同利用施設というこ

とで補助金を出しております。宮崎東諸県では

宮崎市郡医師会病院、西都児湯医療圏では西都

医師会病院に共同利用型の病院運営費補助とい

うことで出しております。

○横田委員 例えば、善仁会病院は個人病院だ

と思うんですけど、そういうところには出てい

るんでしょうか。

○高屋医療薬務課長 民間病院に対しましては

救急の補助金といったものは出しておりません。

○横田委員 救急車の受け入れ回数は、宮崎市

郡医師会病院よりも善仁会のほうがずっと多い

という話を聞いたんです。そして市郡医師会で

診れないような患者さんも善仁会のほうに回し

ているという話もお聞きしました。それと、今、

市郡医師会の内科医がいなくなったということ

で、輪番制の話も出ています。非常に善仁会の

医師も疲弊しているという話も聞いております。

民間であってもそれだけ県民が利用するという

ことは、善仁会に対して信頼をしているし、依

存もしているということだと思うんです。そう

いう病院がそういう状況でだんだん疲弊してし

まったら、また大変なことになると思いますの

で、何らかの対策を検討していくべきじゃない

かと思うんですけど、いかがでしょうか。

○高屋医療薬務課長 民間の医療機関に対して

の補助というのは、そういった社会的使命を果

たしているのは十分理解できますけれども、現

在ではそういった補助の制度、支援の制度とい

うのはございません。ただ、新しく社会医療法

人という医療法人を設けられまして、今まで公

的病院が果たしてきた役割―救急もその一つ

ですが―を果たす病院につきましては、社会
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医療法人というふうに法人の形態を変えまして、

それにつきましては税制上の優遇措置をやって

いくということで、民間医療機関でも公的な役

割を果たしている医療法人に対しては、税制上

の優遇措置という形での支援をやっていくとい

う方向で来ておりますし、善仁会もそのような

方向で動いていくのではないかと思っておりま

す。

○横田委員 ぜひそういう方向での検討をお願

いしたいと思います。

民間の診療所や薬局の患者数、利用者数がイ

ンターネットですべて公開になっているという

話を聞いたんですけど、それは本当なんでしょ

うか。もしそれが本当だとしたら、公開しなけ

ればいけない理由はどの辺にあるんでしょうか。

○高屋医療薬務課長 医療法の改正によりまし

て、地域の医療機能の情報（薬局を含む）はす

べて地域住民に公表するように、その中から地

域住民が選択できるようにということで、これ

は今度の医療制度改革によって決められたもの

で、そういった情報提供はやっております。た

だ、その中では患者数は出しておりません。

○横田委員 法律で決まったのならしようがな

いとは思いますけど、経営内容というか経営状

況まで踏み込むようなことを公表する必要があ

るのかなと考えたものですから、お伺いしまし

た。わかりました。

○西村委員 これもその他なんですが、今回の

障がい者雇用に関しましては、非常に前向きに

いろいろ考えていかれる５か年計画もありまし

て、期待しているところです。

１件、難病連の方々と話す機会がありました。

今、障がい者雇用に対しては積極的に県も支援

して、またいろんな団体も支援して、民間企業

にもだんだん伝わってきているような状況にあ

ります。難病の方々が、自分たちも雇用に非常

に苦しんでいるという現状をたびたび訴えられ

ます。難病の方々も軽い方から重度の方までい

らっしゃいまして、重度の方になると障害者手

帳をもらったり、障がい者として扱われること

もあるんですけれども、それに満たないぎりぎ

りの方々の雇用に関して支援をしていただきた

いという話を聞いたんですが、これは現状では

難しいということなんでしょうか。

○村岡障害福祉課長 障害福祉課の立場から申

しますと、現状では難しいと思います。法的に、

知的障がい者であれば療育手帳、身体障がい者

であれば身体障害者手帳交付の対象になります。

該当するのは、３障がいと言いまして、知的、

身障、精神の方々が対象になります。ただ、そ

ういう声があるということは聞いております。

○西村委員 これもここで決まる話じゃないと

思うんですが、県が障がい者を雇用するために

非常に多くのバックアップをしているというの

は、企業等にも広がっていまして、難病の方々

がいろんなところに就職のお願いに行っても、

「あなた方を雇うよりも、同じ雇うなら障がい

者を雇ったほうが、いろんな補助があったり優

遇制度があったりしていい」ということで、そ

こら辺も心悩める部分があるような感じなんで

す。できれば今後、県がどういう形でバックア

ップできるのか、もしくは障がい者の雇用に関

しての組み入れができないか検討していただき

たいと思います。ここではこれ以上はありませ

ん。

○丸山委員 午前中に、延岡病院は救急患者が

多いということでキャンペーンをやられて、夜

間とか救急がかなり少なくなってきたというこ

とで、来週あたりに医師会も含めて検証なりい

ろいろやっていくということなんですが、福祉
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保健部としてはモデルケースでやってもらって

いると思うから、これを全県下に広めることに

よって、宮崎県全体の医師の疲弊含めて、すみ

分けなりのいいモデルになるという発言もあっ

たものですから、福祉保健部としては今回の延

岡病院のキャンペーンについてどのようなこと

で連携されているのか。また、どういう形で今

後全県下に広めていこうというふうに―私は

してほしいと思っているんですが、考え方を教

えていただきたいと思います。

○高屋医療薬務課長 救急医療を初めとして県

民への啓発につきましては、非常に大事なこと

だと思っておりますし、延岡市医師会病院と県

立延岡病院の役割分担、機能分担を広報してい

くということは、延岡に限らず、これからやっ

ていかなくちゃいけないことだと思っておりま

す。本当にモデルケースになっているんじゃな

いかと思っております。県としては、特定の地

域をモデル地域と定めてやるところまでは、現

在考えてはおりませんけれども、県民全体に対

する啓発事業としては、県民教育の委託事業と

して、ラジオや新聞、あるいはセミナー等で県

民啓発をやっていくということで、医師会への

委託事業としています。

とりわけ近年、県民の安易な利用ということ

が言われております。そういうことで、医師に

対しても、また重篤な患者、重症な患者の方た

ちにも迷惑を及ぼしていくということもありま

すので、県民への啓発というのは、医療計画の

中にもうたっておりますけれども、これから力

を入れていかなくちゃいけないことだと思って

おります。

○丸山委員 ぜひ福祉保健部と病院局が連携し

ながら全県下に広めていただきたい。逆に言い

ますと、医師の確保にもつながっていくと思っ

ておりますので、お互い協力をしながら頑張っ

ていただきたいと思っております。

○髙橋委員 今の関連で私もお願いがあるんで

すけど、今、丸山委員がおっしゃったように、

私も午前中、病院局に申し上げたのは、開業医

の協力が必要だということで、医師会に行政と

して物が言えないのか、いわゆる協力依頼。か

かりつけ医を持つことによって急病のときには

時間外でも診てもらえる、そういうシステムは

大事です。でも、現実は６時になったら留守電

なんです。ある医師会元会長は、「そういう病院

があったら医師会に言ってください」というこ

とも聞いたんです。

もう一つは、自治体のお金を出してもらうこ

と。一方で、私の地元の医師会との意見交換会

をしましたら、今、日南の救急医療は休日の19

時から22時です。これだけなんです。こんな状

態です。だから県病院に集中するはずなんです。

中央病院とかですね。医師会としては出てもい

いと言うんです。もっと自治体が補助してくれ

と、そのことによって私たちは当番で出てもい

いと言うんです。市町村へのちゃんとした働き

かけなり、関係機関との連携、そして県と市町

村の関係もしっかり連携をとってうまくやって

いただくと、医師の疲弊もなくなって救急医療

ができるんじゃないかと思うんです。何かコメ

ントがありましたらいただきたいし、そのとお

りであると言われればそのとおりで……。

○高屋医療薬務課長 髙橋委員おっしゃるとお

りでございまして、今度の新しい医療計画はそ

こを強く強調しております。医療機能の分担・

連携ということで、地域全体を１つの病院にし

ていくという考え方で、これからは強めていか

なくちゃいけないということであります。救急

医療体制も、極端に言えば３次まで軽症の患者
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が飛び込んでいくという状況にありますので、

市町村の協力、そして医師会の協力をいただい

て初期体制をしっかりつくっていくということ

が大事なことだと考えておりますので、その方

向で努力をしていきたいと思っております。

○権藤委員長 質疑はこれで打ち切らせていた

だきます。

○高屋医療薬務課長 先ほど緒嶋委員から御質

問にありました、小児科専門医師の研修資金の

ことで、所得となるのかと、そしてその時期は

いつかというようなお尋ねがありました。研修

資金の貸与ではありますけれども、生活費の援

助と言えるということで、所得というふうに考

えております。そして所得となる時期につきま

しては、返還免除が確定をした時期と考えてお

ります。これにつきましては先進県のほうにも

確認をしたんですけれども、そのような取り扱

いをしているということでございました。

○権藤委員長 それでは、引き続きまして請願

の審査に移りますが、請願第５号につきまして、

委員の皆様から特に質疑等はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○権藤委員長 ないようでありますから、その

他も意見が尽きたかと思いますので、以上をも

ちまして、福祉保健部を終了いたします。

執行部の皆様は、大変御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時37分休憩

午後２時54分再開

○権藤委員長 委員会を再開させていただきま

す。

まず、採決についてですが、委員会日程の最

終日に行うことになっておりますので、あす行

いたいと思います。

再開時刻は13時30分としたいのですが、よろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○権藤委員長 それでは、そのように決定いた

します。

そのほかに何かございませんか。

ないようでしたら、本日の委員会を終了いた

したいと思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○権藤委員長 それでは、あすは１時半再開と

いたします。よろしくお願いいたします。

本日の委員会を終了します。

午後２時55分散会
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平成20年６月26日（木曜日）

午後１時31分再開

出席委員（９人）

委 員 長 権 藤 梅 義

副 委 員 長 山 下 博 三

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 横 田 照 夫

委 員 髙 橋 透

委 員 西 村 賢

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 壱 岐 哲 也

総 務 課 主 任 主 事 児 玉 直 樹

○権藤委員長 委員会を再開いたします。

まず、議案の採決を行いたいと思います。

議案につきましては、議案ごとがよろしいで

しょうか、一括がよろしいでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○権藤委員長 それでは、一括して採決いたし

ます。

議案第２号、第３号、第６号について、原案

のとおり可決することに御異議ございませんで

しょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○権藤委員長 御異議なしと認めます。よって、

議案第２号、第３号、第６号については原案の

とおり可決すべきものと決定いたしました。

次は、請願の取り扱いについてであります。

請願第５号の取り扱いについてはいかがいたし

ましょうか。

きのうから議論していただきましたとおり、

継続という声が出ておりますが、事務手続上は

こちらのほうをする手順になっておりますので、

請願第５号につきまして継続審査とすることに

賛成の方の挙手を求めます。

○西村委員 会派の中でも話が出たんですが、

文面が非常に今の状況と合わないところがある

んですが、これは一度返還して出し直すという

ことはあり得ないんでしょうか。

○権藤委員長 休憩します。

午後１時33分休憩

午後１時36分再開

○権藤委員長 それでは、再開させていただき

ます。

請願第５号について、継続審査とすることに

賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○権藤委員長 挙手多数。よって、請願第５号

について継続審査とすることに決定いたしまし

た。

次に、閉会中の継続審査についてお諮りいた

します。

「福祉保健行政の推進並びに県立病院事業に

関する調査」につきましては、継続審査といた

したいと思いますが、御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○権藤委員長 御異議ありませんので、この旨

議長に申し出ることといたします。

次に、委員長報告骨子（案）についてであり

ます。

委員長報告の項目として特に御要望はござい
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ませんでしょうか。

今、事務局のほうで項目の整理をしていただ

いたところでありますが、４項目ございまして、

真空採血管ホルダーの再使用の中止について、

宮崎県障がい者工賃倍増５か年計画について、

県立延岡病院支援キャンペーンについて、指定

管理者制度についてということで、事務方とし

て項目を挙げてもらっておりますが、内容につ

いては皆さんに回覧しないとわからないと思い

ますが。

それでは、正副委員長に御一任いただくこと

で御異議ございませんでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○権藤委員長 それでは、そのようにさせてい

ただきます。

ここで、暫時休憩をとらせていただきます。

午後１時38分休憩

午後１時47分再開

○権藤委員長 それでは、委員会を再開させて

いただきます。

ただいまいただきました御意見を踏まえて計

画案を作成していきたいと思います。それでよ

ろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○権藤委員長 それから、７月23日の閉会中の

委員会につきましては、開催することに御異議

ございませんでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○権藤委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

次に、県外調査についてであります。

県外調査につきましては、８月20日から22日

にかけて実施することとし、詳細については正

副委員長に御一任いただくことで御異議ござい

ませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○権藤委員長 それでは、そのように決定いた

します。

なお、具体的な行程等につきましては、後日、

御連絡いたしますので、よろしくお願いいたし

ます。

そのほか何かございませんでしょうか。

ないようでございますので、以上で委員会を

終了いたしたいと思います。

午後１時48分閉会


